





































な海外雇用政策を展開させる。2010 年には、約 26.6 万人もの労働者を海外へ送出してい
る。同年、海外にいるスリランカ人は 193万 2,245人と推計され、労働力人口の約 24％、
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2 世界平均は 46 人／㎢、アフリカ大陸 29 人／㎢、中南米地域 27 人／㎢、北米地域 15 人／㎢、

















次に、同表１－１の海外送金額の状況を見ると、世界には、世界の総 GDP の約 0.7％に
あたる約 3,800 億 US ドルもの送金が、銀行や為替送金などの公的な金融システムを通じて
取引されている。このうち、先進諸国全体の GDP の約 0.3％にあたる約 2,456 億 US ドル
（全体の約 65％）は、海外から先進諸国へ流入しているものであり、一方、発展途上諸国






                                                   
3 世界銀行が推計した統計では、世界総人口の 3.2％にあたる約 2 億 1,600 万人が国際移民であ
るとしている（World Bank, 2011: 18）。 
4 国際連合人口部の統計データの定義では、国際移民人口は、各国の国勢調査結果に基づき、滞
在国以外の国で生まれた者の人口もしくは、滞在国に居住している外国籍の人口によって集計さ




金状況を見ると、アジア地域に流れる海外送金額が最も高い。その規模は、約 1,452 億 US
ドル（世界の約 38％）であり、同地域 GDP の 1.1％に該当する。ヨーロッパ地域では、約
1,254 億 US ドル（世界の約 0.7％）の送金規模であり、対 GDP 比で見ると 0.7％程度にな
















世界 213,993 - 380,050 0.7 
先進諸国 127,711 (59.7) 2,700.5 134,457 (35.4) 0.3 
発展途上諸国 86,232 (40.3) -2,700.5 245,593 (64.6) 1.7 
アジア 61,324 (28.7) -1,075.7 145,200 (38.2) 1.1 
アフリカ 19,263 ( 9.0) -532.0 36,853 ( 9.7) 2.8 
ヨーロッパ 69,819 (32.6) 1,340.6 125,429 (33.0) 0.7 
中南米 7,480 ( 3.5) -1,049.1 63,435 (16.7) 1.8 
北米 50,042 (23.4) 1,219.9 2,972 ( 0.8) 0.0 
オセアニア 6,015 ( 2.8) 96.4 6,161 ( 1.6) 0.6 

























アジア 61,324 -1,075.7 145,200 1.1 
中央アジア 4,970 ( 8.1) -160.0 2,629 1.9 
東アジア 6,485 (10.6) -291.5 36,448 0.4 
東南アジア 6,715 (11.0) -293.3 31,893 2.5 
南アジア 14,304 (23.3) -575.1 56,603 3.3 
西アジア 28,850 (47.0) 244.3 17,626 1.0 
（出所）United Nations Population Division (www.un.org/esa/population/) 
 











































 表１－４は、1972 年から 2009 年までのアジアの主要な労働力送出国を取り上げ、その




国 移動の目的地国 主な流入移民の国籍 





パキスタン インド、KSA、UAE、カタール、クウェート、オマーン （データなし） 
スリランカ KSA、クウェート、インド、UAE、ヨルダン、カタール インド、中国、マレーシア、パキスタン 
インドネシア マレーシア、KSA、シンガポール、ヨルダン、日本 中国 
マレーシア シンガポール、ブルネイ、インド、日本 インドネシア、フィリピン、中国、バングラデシュ、インド、タイ、
日本、ミャンマー、パキスタン 
フィリピン KSA、マレーシア、日本、カタール、UAE 中国、バーレーン、日本、インドネシア、インド 
シンガポール マレーシア、インド、ブルネイ、日本 マレーシア、中国、インド、インドネシア、パキスタン、バングラデ
シュ、スリランカ 
タイ マレーシア、日本、KSA、韓国 中国、ミャンマー、ラオス、カンボジア、ネパール、スリランカ、 
日本、インド、ベトナム 
中国 香港、日本、シンガポール、タイ、韓国、マカオ （データなし） 
日本 タイ、マレーシア、韓国 中国、韓国、フィリピン、タイ、ベトナム、インドネシア、インド 






















 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 
インド     4.2 22.9 69.0 171.8 236.2 276.0 239.5 225.0 206.0 163.0 
パキスタン 4.5 12.3 16.3 23.1 41.7 140.5 130.5 125.5 129.8 168.4 142.9 128.2 100.4 88.5 
バングラデシュ     6.1 15.7 22.8 24.5 30.1 55.8 62.8 59.2 56.7 77.7 
スリランカ     0.5 5.6 8.1 9.4 7.6 14.2 22.4 17.8 15.7 12.4 
インドネシア     1.9 2.9 8.2 10.4 16.2 17.6 21.2 29.3 46.0 54.3 
フィリピン 14.4 26.4 32.7 36.0 47.8 70.4 88.2 137.3 214.6 266.2 314.3 434.2 351.0 372.8 
タイ  0.3  1.0 1.3 3.9 14.7 10.6 21.5 26.7 108.5 68.5 75.0 69.7 
韓国     47.7 69.4 101.9 120.9 146.4 175.1 196.9 184.3 152.7 120.0 
 
 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 
インド 113.6 125.4 169.9 126.8 143.6 197.9 416.8 438.3 426.0 415.3 414.2 416.4 355.2 199.6 
パキスタン 62.6 69.6 84.8 98.7 115.5 147.3 196.1 157.7 114.0 122.6 127.8 153.9 104.0 78.1 
バングラデシュ 68.7 74.0 68.1 101.7 103.8 147.1 188.1 244.5 186.3 187.5 211.7 381.1 267.7 268.2 
スリランカ 15.8 15.5 18.4 24.7 42.7 65.0 124.5 129.1 130.0 172.5 162.6 149.8 158.3 179.7 
インドネシア 68.4 61.1 61.4 84.1 86.3 149.8 172.2 160.0 176.2 120.9 517.3 235.3 411.6 427.6 
フィリピン 378.2 449.3 471.0 458.6 446.1 615.0 686.5 696.0 718.4 653.6 660.1 747.7 831.6 837.0 
タイ 85.0 85.5 118.6 125.3 63.2 63.8 81.7 137.9 169.7 202.3 185.4 183.7 175.4 - 
韓国 95.3 86.3 83.0 - - - - - - - - - - - 
 
 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 
インド 243.2 278.7 324.0 455.5 475.0 548.9 677.0 809.5 848.6  
パキスタン 107.7 127.9 147.4 214.0 221.1 142.1 183.2 287.0 227.1  
バングラデシュ 222.7 189.0 225.3 254.2 273.0 252.7 381.5 832.9 875.0  
スリランカ 182.2 184.0 203.8 210.0 214.7 231.3 202.0 217.3 236.6 247.1 
インドネシア 435.2 295.1 480.4 293.9 380.7 474.3 680.0 696.7 748.8  
フィリピン 841.6 867.6 891.9 868.0 933.6 981.7 1062.6 1077.6 1236.0 1422.6 




























































バングラデシュ 162 1,229 72.4 100.1  1,585   
インド 1,155 383 70.5 1,729.0  3,408   
スリランカ 20 312 84.9 49.6  5,169   
インドネシア 230 126 47.4 706.6  4,347   
フィリピン 92 303 34.3 199.6  3,920   




シンガポール 5 7,024 0.0 222.7  56,694** 
日本 128 350 33.4 5,497.8  33,885   
韓国 49 492 18.3 1,014.5  29,997   
クウェート 3 153 1.6 109.5* 38,775   
カタール 1 116 4.3 98.3* 88,222** 
サウジアラビア 25 12 17.7 434.7  22,607** 
UAE 5 54 22.1 230.3* 47,439** 
（ 出 所 ） (World Bank, 2011), World Bank (http://data.worldbank.org/), IMF 
(http://www.imf.org/) (2011 年 11 月 19 日アクセス). 
（注） ＊：2009 年統計。＊＊：ＩＭＦ推計値 
 
また、農村居住人口割合の高さと、耕作可能地面積5を考慮すると、アジア諸国の多くの














の 4.6％、バングラデシュの 3.3％が続く。また、2010 年において、世界で最も多くの国際
移民を輩出した国を順位づけると、多くのアジア諸国の代表的な送出国が上位に名を連ね
ていた。例えば、インドは第二位、中国は第四位、バングラデシュは第六位、パキスタン
は第七位、フィリピンは第九位であった（World Bank, 2011: 3）。インドネシアやスリラン
カも、上位二十位圏内にランクしている。 








（Siddiqui, 2005: 34）。インドでは、2004 年において、海外出稼ぎ労働者の約 89％が中東
湾岸諸国へ向かった（Azeez and Begum, 2009: 56-57）。スリランカもほぼ毎年、海外出稼
ぎ労働者の 9 割は中東湾岸諸国へ渡航している（本稿第Ⅳ章）。また、インドネシアとフィ
                                                                                                                                                     
わずかなアジアの陸地面積の中で耕作可能地面積（耕地および永年作物地）は、約 12.5％であ
る（総務省統計局ウェブサイト, 2011 年 11 月 19 日アクセス）。世界全体では、耕作可能地面積
は約 11.7％である。なお、他の地域の耕作可能地面積が占める割合は、北米は約 12.6％、南米

















バングラデシュ 1,085 0.7 5,380 3.3 4.3 
インド 5,436 0.4 11,358 0.9 4.3 
スリランカ 340 1.7 1,848 9.1 29.7 
インドネシア 123 0.1 2,502 1.1 2.1 
フィリピン 435 0.5 4,275 4.6 13.7 




シンガポール 1,967 40.7 297 6.1 15.2 
日本 2,176 1.7 771 0.6 1.2 
韓国 535 1.1 2,079 4.3 5.6 
クウェート 2,098 68.8 259 8.5 7.1 
カタール 1,305 86.5 10 0.7 2.5 
サウジアラビア 7,289 27.8 179 0.7 0.9 
UAE 3,292 70.0 56 1.2 1.0 
（出所）(World Bank, 2011), World Bank (http://data.worldbank.org/) (2011 年 11 月 19
日アクセス). 
（注） ＊：総人口に対する割合。＊＊：大卒者人口に対する割合（2000 年統計）。 
   在留外国人：immigrants（国勢調査時に滞在していた外国籍を持つ者） 








































送金額が GDP に占める割合の高かった国は、タジキスタンで約 35％であった。 
 
表１－７： アジアの主な労働力送出国と受入国の海外送金の流れ（2009 年） 












バングラデシュ 8 0.0 10,523 11.8 
インド 4,000 0.3 49,256 3.6 
スリランカ 435 1.0 3,363 8.0 
インドネシア 2,702 0.5 6,793 1.3 
フィリピン 58 0.0 19,766 11.7 




シンガポール - - - - 
日本 4,069 0.1 1,776 0.0 
韓国 3,120 0.4 2,522 0.3 
クウェート 9,912 9.1 - - 
カタール - - - - 
サウジアラビア 25,969 7.0 217 0.1 
UAE - - - - 







において、インドは第一位（550 億 US$）、中国は第二位（510 億 US$）であった（World 
Bank, 2011 : 14）。さらに、フィリピン第四位、バングラデシュ第七位であった。その他、
パキスタン、ベトナム、インドネシアが上位二十位圏内に入っている。一方、受入国は、

























































権を得る手続きを取るのである（Rahman, et al., 2005: 258）。 
7 シンガポールの新聞報道（The Straits Times, 2010 年 9 月 29 日）によれば、毎年、妊娠を理
由に、シンガポール政府によって、約 100 名もの外国人家事労働者が、母国へ強制送還されて
いる。しかし、もし、秘密裏で堕胎手術を受けた女性の数をカウントするならば、その数はもっ



















































































































































































                                                   
11 何世紀もの間、奴隷は西洋人と同じ種に属さないとされた。さらに、英国国教会は、奴隷は








































                                                                                                                                                     
が雇用されるようになったのが背景である。1910 年ごろまでに、アメリカに約 10 万人、ハワ








フリカ人女性の地位は低下し、イギリス植民地主義者の売春婦に変えられた（Mies, 1997: 94-95; 
ミース, 1997: 141-142）。 
24 






関連していると指摘した（Massey, 1988）。1846 年から 1924 年までの間に、4,800 万人も














ピーク時の 1949 年には 80 万人もの移民が渡航し、そのうち 30 万人は政治的難民であった
と推計されている（Stalker, 1997: 16）。日本も敗戦によって、全ての領有地を失うと、国





























































                                                   
15 Mies によれば、ヨーロッパの中世に行なわれた魔女狩り（薬草、避妊法や堕胎法などを知る









要な自立できない弱々しい女性がつくりだされた。（Mies, 1997: 82-88; ミース, 1997: 121-131）。
このプロセスを経て、家父長制資本主義が形成されたという。 
27 
性に作り上げた。Mies はこれを「主婦化（housewifization）」と名づけた（Mies, 1997: 




































げたのである（Mies, 1997: 95-96; ミース, 1997: 143）。ここで、奴隷貿易時代の具体例と
して、カリブ海地域のアフリカ系女奴隷に対する「産児コントロール」を取り上げたい。









































































とにあったのである（Mies, 1997: 118-119; ミース, 1997: 179）。 
1980 年代後半に入ると、シンガポール、韓国、台湾、香港がアジア新興経済（NIEs: Newly 








































                                                   
17 日本語で表す「家事」という用語の由来は、『礼記』の喪太記に「公事」の対立概念として使





























































































                                                   
18ミルは男性の有識者の中でも早くから、男女同権の必要性を訴えていた。 
35 




























































ホーフ, 1998: 61-95）。 
20 伊藤によれば、家事労働は、社会的分業に組み込まれないで、個別的に行われている人間労
働力の支出であり、自分を含む家族員の労働力を再生産する労働であって、育児のための労働も

































































































































者がいなくなったと仮定すると、6 万 5 千人もの専門職に従事する女性が仕事を辞めなけれ
ばならないという（子供一人につき外国人家事労働者が世話しているという設定）。さらに、
シンガポール政府は、経済を維持させるために、ただちに約 6 万 5 千人の子供たちのため
の育児サポート制度や保育・育児施設の増設のための財政支出が必要となるというのである

















































































経済的状況 出稼ぎ可能性 社会的状況 出稼ぎ可能性 
可処分所得が小さい ＋ 年齢が若い ＋ 
借金がある ＋ 健康である ＋ 
土地資産がある － 教育レベルが低い ＋ 
仕事のスキルを持つ － 夫がいる － 
  子供がいる ＋ or － 
























































































た。資料収集期間は、2007 年 3 月から 2011 年 8 月まで実施したものが中心である。特に、
2007 年 5 月から 2009 年 3 月までの約 2 年間、スリランカに滞在し、集中的に資料や一次
的データの収集を実施した。 
二次的データは、国連、国際労働機関、ユニセフ、世界銀行、アジア開発銀行などの国
際機関、また、スリランカ海外雇用庁（SLBFE）、労働省、中央銀行、IPS（Institute of Policy 
Studies）などのスリランカの行政機関、新聞社など民間の報道機関、そして、CEPA（Centre 



















リランカの正式名称は、スリランカ民主社会主義共和国（the Democratic Socialist Republic 
of Sri Lanka）である。1948 年 2 月 4 日、イギリスの自治領（英連邦王国）として、国名









になり、2000 メートルから 2500 メートル級の山々が連なる。一方、海抜 75 メートル以下
の平野部は、国土の 75％を占める。このような標高差は、国土に多様な気候帯を形成する。
さらに、季節風の南西モンスーン（Yala 期：5 月頃から 9 月頃まで）と北東モンスーン（Maha
期：11 月頃から 3 月頃まで）によって、各地で異なる降雨量の分布が見られる。その結果、
地図２－２に示すように、国土を大きく２つの気候帯に分類できる。一つは、年に二回の
雨季があり、米の二期作が可能な湿潤地帯（Wet Zone）と、もう一つは、年に一回の雨季



















































































に属する。同県の人口は約 80 万人ほどであり、約 90％は農村に居住している。2009／10
年の統計によれば、一人当たりの平均所得は 9,836 ルピ （ー約 86.3US ドル）である（DCS, 
2011: 11）。同県では、調査地として、県南部に位置するタンブッテーガマ村（Tambuttegama）












口をかかえる。カトナーヤカ国際空港に程近く、企業立地数は 980 社、コロンボの 2404 社
に次いで二番目に多い工業団地を有す県である（CBSL, 2010）。一人当たりの平均所得は、








リア出稼ぎは人々の間では憧れの的であり、家事労働者ならば約 30 万ルピ （ー約 2,632US













で、二番目に高く 36.6％である（DCS, 2001）。一人当たりの平均所得は、8,312 ルピ （ー約
































































第 4 番目の調査地は、キャンディ県（Kandy）である。同県の人口は約 140 万人で同国












































































に属す。降雨量は、1961 年から 1990 年の平均を見ると、Yala 期で 102.83mm、Maha 期
で 64.22mm であった。熱帯気候であるため、1 月の平均気温の 26℃から、最も高い 4 月
の平均気温の 30℃である。同県の面積は 2,593 平方キロメートルであり、国土の約 4％程
度を占める。人口は約 57 万人（2010 年）で、そのうち男性が 50.3％、女性が 49.7％を占




国内平均の 8.3％と比較すると失業率は高い状況である（DMC, website 2011）。県内の産
業は、主に農業や製造業の他、砕石業、漁業や製塩業も盛んである。一人当たりの平均所






ハンバントタ県は 2004 年 12 月に起こった歴史上最も深刻な津波被害22を直接的に受け




国の支援のもとで開始された24。さらに政府軍は、30 年近く続いた民族紛争を 2009 年 5 月
に完全に弾圧し終結させた。 










                                                   
22 2004 年 12 月 26 日、マグニチュード 9.0 もの地震がスマトラ半島沖で発生したことで、イン
ドネシア、タイ、スリランカなどへの津波が起こった。この津波はスリランカの歴史の中で、最
悪な自然災害として位置づけされている。スリランカでは、2005 年 3 月 1 日付けの推計では
36,603 名もの人々が津波被害で命を落としているとされ、海岸線沿いに住む約 80 万名もの人々
が津波の被害を被っており、約 9 万件の家屋倒壊などが報告されている（参考：
http://academic.evergreen.edu/g/grossmaz/HELGESTJ/）。 
23 参考、（DCS website: 2011 年 11 月 9 日アクセス ）
http://www.statistics.gov.lk/tsunami/final/hamban/index.htm 
24 2010 年 11 月現在において港湾建設は完了しているが、この他にも国際空港、工業団地、石
油精製所、鉄道、国際クリケット競技場などの建設が予定されている。将来的には 5 万人の雇
用創出が期待され、シンガポールよりも発展していく可能性があるともいわれている。 




























と表記する）500 名を、スノーボーリング方式で探し出し、一人当たり 30 分から１時間か
けて、質的かつ量的データの収集に努めた。アンケート調査では、帰国女性の現在の世帯
構造や経済状況の他に、海外出稼ぎの経験、海外出稼ぎの意思、つまり再参入の可能性な
どを尋ねた。その結果、500 世帯 2141 名分と、独立し他出した帰国女性の子供 450 名分の
社会的・経済的なデータを収集することができた。しかし、本調査では、時間的制約から
各 500 世帯の経済状況を必ずしも世帯主25から聞取ることができなかった。回答者である帰 





アンバラントタ区は、人口 66,878 人（男性 34,054 人、女性 32,824 人）とタンガッレ区
に次いで二番目に大きな人口規模である。面積は 210 平方キロメートルあり、行政区の下













                                                   
25世帯データを収集する上で世帯主は重要な情報提供者としての役割を担う。世帯主とは通常当







    幹線道路 
        道路（準幹線） 
    灌漑水路&道路 
    Walawe Ganga（川） 
        貯水池、沼 




       雑木林/森 
    平地/住宅地 
       市街地 
砂浜 
64 















139: Bolana North 
140: Bolana South 
141: Kudabolana 
142: Wanduruppa 
143: Ambalantota South 
144: Ambalantota North 
145: Thawaluvila 
146: Puhulyaya 




151: Lunama North 
152: Lunama South 
153: Kivula North 
159: Beminiyanvila 
160: Uhapitagada 
161: Elegoda East 
162: Elegoda West 
163: Walawewatta 
164: Walawewatta West 
 
166: Mamadala North 










































も収集したデータの 500 名全員が地図２－５に示す村出身というわけではない。 
 
（b）ハンバントタ区 


















（注１） 記号参照： □〒：郵便局、Ⓟ：警察署/派出所、✚：病院、◎：バス停、ⓢ：学校、△：仏教寺、☾：モスク、  ：塩工場、 
       ：ハンバントタ県庁、Ⓒ：裁判所 
（注２）地図参照： 
    幹線道路 
        道路（準幹線） 
    灌漑水路&道路 
    貯水池、沼 
 稲作地 
焼畑地（Chena） 
       牧草地 


























116: Siyambalagaswewa North 
117: Siyambalagaswewa South 
118: Galwewa 
119: Udaberagama 
121: Pahala Beragama 
123: Mirijjawilla 




























































































































れに、プッシュ要因とプル要因があると考えるようになった（Lee, 1966; Lowry, 1966; 











貿易を実施するといった事象を貿易理論として説明可能にした（Appleyard and Field, 






３－１で示している。図３－１を基に国際労働移動を経済学的に説明したい。X 国と Y 国
のそれぞれの労働市場において、単純に労働移動のみに言及するため、労働供給曲線 Sx, 
Sx’, SY, SY’はそれぞれ資本供給において完全に弾力性がないとし、結果、雇用機会が増え
ないという設定である。また、雇用 QX>0、雇用 QY>0 であり、QX 上に関して 0qEX>0qD、
QY 上に関して 0qD>0qEY である。 
まず、二国間で労働移動が始まる直前の初期状態は次の通りである。低所得国である X
国の労働移動が始まる前の国内労働市場では、労働需要線 DX と労働供給線 SX の交差す
る点 EX で均衡し、そこで X 国の労働者の賃金 Wx と、雇用量 0qEx が決定される。同様
に高所得国である労働移動が開始する前の Y 国内の労働市場では、労働需要線 DY と労働













（出所）高所得国の労働市場は Borjas（Borjas, 1999）、低所得国の労働市場は Mishra
（Mishra, 2006）、全体としては大塚（大塚, 1994）を参考にした。 
 
労働移動が X 国と Y 国の間で自由化されるようになると、両国の賃金が均衡する賃金
WE に設定されるまで、両国労働市場の需給関係は変化する。つまり、X 国においては、
新たな供給線 SX’と需要線 DX の均衡点 DXE で決定され、Y 国においては新たな供給線
SY’と需要線 DY との均衡点 DYE で決定される。つまり X 国においては賃金が WX から
WE へと上昇し、一方の Y 国においては賃金が WY から WE へと下降するのである。そ
の過程において、X 国の労働者は賃金 WX 状態よりも期待所得がプラスである限り Y 国へ





ここで、労働者力を X 国から受け入れたことで変化する Y 国の国民所得は三角形
DYEEYNY の面積で表され、これは余剰である。また、X 国から来た労働が受け取る全て
の所得は四角形 DYENYqEYqD で表される。また一方で、X 国の労働力が Y 国へ移動した
ことで X 国では、三角形 DXEEXMX の面積で示される部分が国内の産出に関して失われ
る分と考えられる。しかし、X 国の賃金率が上昇するので、残留していた労働者は四角形
DXEMXWXWE を得ることになる。さらに X 国での雇用者は、労働力が Y 国に吸収され
ることによって、それ以前と比較して面積 DXEEXqEXqD 分を失うことになる。このよう
にして受入国および送出国双方の経済的な損失や利益の算出や、賃金率の影響などが計量
経済学の基に分析がなされている（Borjas, 1999; Mishra, 2006; Hanson, 2009）。さらに、









の影響を実証的に研究したものは出始めている（参照：Fajnzylber and López, 2008）。近
年、海外送金の流入による発展途上国経済への影響は明らかにポジティブであり、開発資
                                                   
26 こうした労働市場の需要と供給関係を用いて、国際労働移動が与える経済的な影響を計量経





と結論づけた（Borjas, 1995: 19）。しかし 2005 年のタイ国のデータを利用してコブ・ダグラ
ス生産関数を用いた実証研究では、合法または非合法労働者が１％流入することで経済成長率





































































ている（Ratha et al, 2010: 18）。一方、政府開発援助（ODA）の総額は緩やかな伸びであ
り、海外送金総額の 2 分の 1 以下の規模に留まっている。発展途上諸国向けの海外直接投
資（FDI）の総額は、2007 年に海外送金総額の約 2 倍もの数値を示したが、2009 年にな
ると経済危機の影響で FDI 総額は海外送金総額の下落幅以上に大きな下降線を描いた









検討し、海外への移動を決意するか否かを決めるという（Massey et al, 1993: 65; Massey 















































































































え GATT 第４モード（Mode4）にあたる労働力（自然人：natural person）の移動自由化
交渉が WTO でも対象になっていても、現実には多国間交渉や協議がほとんど進展を見せ
















































































                                                   
28 政治的レベルで初めて発展途上諸国の経済発展の必要性が認識されたのは、1949 年 1 月の
当時米国大統領トルーマンによる「ポイント・フォア計画（point-four program）」であると言
われている（参照：Ratnayake, 1992: 1; Illich, 1981: 9-25）。 
84 
られるようになった。経済発展の開発政策は、基本的に国内の経済社会の開発に目が向け























































さらに、Todaro は Maruszko と共にこのモデルを海外市場も包括した三部門モデルに発
展させたことで国際労度移動のメカニズムが理論的に説明付けられるようになった














































































考えた（Sjaastad, 1962: 91）。Todaro と Marszuko も海外出稼ぎの意思決定モデルの中で





例えば 2009 年版のスリランカ海外雇用庁（SLBFE）の統計によれば、2006 年～2009
年までによせられた出稼ぎ先での苦情件数は 40,996 件にのぼり、そのうち約 8 割は女性
から出たものであった。さらに苦情をよせた女性全体の中で 9 割以上は家事労働者34から
であった（SLBFE, 2009: 75, 78）。主な苦情として、契約した賃金の減額や未払い35、コ
ミュニケーション不足、虐待36、病気、雇用契約の不履行、死亡事故などがあげられる。















34  SLBFE の統計によれば、家事労働者として出稼ぎする女性は女性全体の約 9割近くを占め、
また、男女合計でも 46％に達しており、ほとんどが中東湾岸諸国の家庭で雇用されている。こ
のことからスリランカは世界で女性家事労働者の国としてのイメージが強い。 
35  サウジアラビアで家事労働者として働いていたスリランカ人女性が 15 年間賃金未払いで
あったというケース（BBC, 2011 年 7 月 3 日）などがある。 
36  雇用者が針などを家事労働者の手など体内に打ち込んで虐待・拷問したというショッキン




のもとを脱走したと推計されている（St. Petersburg Times, 2002 年 7 月 23 日）。ある国
際機関がスリランカに帰国後の女性家事労働者を対象に行なった調査によれば、約 3％が
出稼ぎ中に雇用者から外出はおろか外部の者との会話が許されなかったことを明らかにし
ている。さらに 5 人中 1 人が家族とのコミュニケーションが全く許されず、そのため送金





る39。スリランカの新聞報道によれば、2010 年の死亡件数40は 460 件に達し、過去最高を
記録したという（Sunday Times, 2010 年 12 月 26 日）。出稼ぎ先で、孤立、過剰労働、虐
待、ホームシックや夫の浮気などからうつ状態になり自殺するケースも少なくない（Sri 







                                                   
37  サウジアラビアの高速道路高架下に不法に占拠するアジアとアフリカから出稼ぎに来た者
たちが存在する。彼らの多くが雇用者による不当な扱い、虐待などを理由に当ても無く脱走し
た者、または不法就労者である（AFP, 2009 年 11 月 6 日）。 
38  外国人女性労働者が雇用者やその息子などからレイプや性的虐待を受けたといって訴えて
も、それが証明できなければ、被害者であってもシャリア法のもと、わいせつ罪や密通罪で起
訴され、鞭打ち刑、投獄、または死刑判決が出ることもある（HRW, 2008: 7）。 
39  サウジアラビアで家事労働者をしていたスリランカ人女性が誤って乳幼児を死亡させ、死
刑判決を受けたリザナ裁判（The Island, 2011 July 7）は、社会に大きな影響をもたらした。 























き受ける（INSTRAW and IOM, 2000: 142）。また親戚も残された子供たちの世話を分担
                                                   


















（IPS, 2008 年 9 月 27 日）。このように子供たちへの精神的負担は大きく、親と子の関係
についてもまともな愛情の意思疎通ができず、不自然なものに陥る傾向が強まるようだ。




出稼ぎ中にアルコール中毒になった夫は、5 人に 1 人の出稼ぎ中の妻を持つ夫と、4 人に 1
人の帰国女性の夫に見られた。このことから、妻の帰国にはそれら家族の問題を解決させ





                                                   
42  同調査によれば、夫によるアルコール中毒や薬物中毒、虐待といった結婚生活の難しさか

























































































































1993: 43; Shadid et al., 1992）。1970 年代前半頃、中東湾岸諸国のことを知るスリランカ
人はほとんどいなかった。しかし、1975 年になると、民間の海外雇用斡旋業者がいくつか
設立され、労働者の派遣業務が始められるようになっていた。一般の人々向けに海外渡航
の規制が解かれたのもこの頃である（Kelegama, 2006: 261）。1976 年に、政府は、それ
ら民間の海外雇用斡旋業者の業務活動に対し、指導と規制を布くために、労働省の中に海
外雇用局を設立した（Brochmann, 1993: 66; Gamburd, 2002: 51）。これが海外雇用政策
のはじまりである。 





































落にあるとまで言われている（参照：Korale et al., 1985）。それほどスリランカ国内で、
海外出稼ぎが流行するようになったのである。当時のスリランカの大統領は、1992 年から
2001 年までを、「外貨獲得の 10 年」とし、それが経済成長を促すだろうと断言している




（INSTRAW and ILO, 2000: 113）。1994 年には、SLBFE の海外雇用に関する半行政的
役割と機能がさらに強化された。政府は、専門的能力を持つ官僚を雇い、民間業者の管理
の徹底と出稼ぎ労働者の実態データの収集を始めたのである。そして 1996 年には、外務


































 また、ILO は 2011 年 6 月に行なわれた第 100 回総会において、「家事労働者のためのデ
ィーセント・ワーク」に関する条約（第 189 号）および勧告（第 201 号）を採択した（附
録 A－１０、附録 A－１１参照）。世界中に 5,300 万から 1 億人いると推計される家事労働
者を労働基準の枠内に置くことが、同採択の目的である（ILO website, 2011; ILO, 2011）。
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の推移を 1986 年から 2010 年まで見たものである。この間、海外出稼ぎ者数の数は、1986
年には 16,456 人だったものが、1994 年になると 172,486 人になり、2010 年では 266,455
人に増え、一貫して上昇傾向を示してきた。また、SLBFE の推計した統計によれば、2010




                                                   
43  2009 年の SLBFE による推計では、約 183 万人ものスリランカ人が海外で雇用され働いて
いるという。その規模は、国内の労働力人口の 22.7％、就業者人口の 24.1％に匹敵する（SLBFE, 
2009: 140）。 
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図４－１： 男性海外出稼ぎ者数、女性海外出稼ぎ者数、男女合計の推移、1986-2010 年 
 








































図４－２： スキルレベル別で見た出稼ぎ労働者の割合、1995-2000 年 
 





















性海外出稼ぎ者数の割合が圧倒的に高かった 1990 年代半ばには 7 割近くを家事労働者が
占めていた。その後、男性海外出稼ぎ者数の増加に伴って、家事労働者の出稼ぎの割合は
減少傾向を示している。最近のデータによれば、家事労働者 42.4％、非熟練労働者 22.5％、


























                                                   
44 工場労働者として雇われていることが高い。シンガポールで家事労働者として雇われている。 
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表４－１： 出稼ぎ労働者の主な海外渡航先、1986 年、2003 年、2009 年 
 
1986 年 2003 年 2009 年 
渡航者数 % 渡航者数 % 渡航者数 % 
中東湾岸諸国 15,226 92.5 198,008 94.4 229,840 93.0 
サウジアラビア 7,247 44.0  75,830 36.1  77,849 31.5  
クウェート 3,270 19.9  38,258 18.2  42,400 17.2  
UAE 1,700 10.3  32,173 15.3  39,653 16.0  
カタール 61 0.4  23,699 11.3  43,744 17.7  
レバノン 29 0.2  13,175 6.3  5,907 2.4  
ヨルダン 40 0.2  7,076 3.4  9,032 3.7  
オマーン 1,063 6.5  4,084 1.9  5,326 2.2  
バーレーン 1,816 11.0  3,713 1.8  5,929 2.4  
モルディブ 459 2.8  3,174 1.5  3,904 1.6  
キプロス - - 3,029 1.4  2,929 1.2  
韓国 - - 2,036 1.0  3,991 1.6  
シンガポール 150 0.9  1,059 0.5  1,026 0.4  
マレーシア - - - - 1,050 0.4  
その他 621 3.8  2,540 1.2  4,386 1.8  
合計 16,456 100.0  209,846 100.0  247,126 100.0  
（出所）1986 年と 2003 年の統計データは Tilakaratne（2006: 47）、また、2009 年のデ










表４－２： スリランカ人家事労働者の主な渡航先、2009 年 
 渡航者数 ％ 
中東湾岸諸国  96.5 
サウジアラビア 42,906 37.8 
クウェート 31.384 27.7 
UAE 11,812 10.4 
カタール 6,210 5.5 
レバノン 5,474 4.8 
ヨルダン 5,347 4.7 
オマーン 2,804 2.5 
バーレーン 3,508 3.1 
キプロス 2,424 2.1 
モルディブ 270 0.2 
シンガポール 593 0.5 
マレーシア 438 0.4 
香港 272 0.2 
その他 335 0.3 









同表によれば、輸入代替型経済発展政策の実施期間である 1971 年から 1975 年の労働参
加率は 35.5％、男性の労働参加率は 49.8％、女性の労働参加率は 20.5％であった。しか








（Jayaweera, 2002: 110-118: Lakshman, 2004: 284）。しかし、1990 年以降からは、労働




表４－３： 男女別の労働参加率の推移、1971－2010 年 
 
労働参加率（％） 男性（％） 女性（％） 
1971-1975 年 35.5  49.8  20.5  
1978 年 38.0  50.4  26.2  
1981-1982 年 34.1  49.6  18.3  
1985 年 38.9  52.7  25.4  
1990-1995 年 49.3  65.3  32.3  
1996-1999 年 49.9  66.7  33.5  
2000-2005 年 49.4  67.1  32.5  
2006-2010 年 49.5  67.5  33.2  
（出所）CBSL (2010: 1). 
 
 
                                                   
45 参考のため、他のアジア諸国との比較を ADB のデータを用いて行なう。男女別の労働人口
に占める経済的に活動する割合を見ると、中国（2005 年）：男性 87.8％、女性 75.8％； 韓国
（2006 年）：男性 74.1％、女性 50.3％； インドネシア（2006 年）：男性 84.7％、女性 48.6％； 
フィリピン（2006 年）：男性 79.2％、女性 49.6％； シンガポール：男性 76.2％、女性 54.3％； 
タイ（2006 年）：男性 80.9％、女性 64.0％； ベトナム(2005 年)：男性 55.7％、女性 51.2％； 
バングラデシュ（2003 年）：男性 87.4％、26.1％； インド(2005 年)：男性 55.1％、女性 22.4％、



















































農業部門就労 工業部門就労 サービス業部門就労 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 
1981 年 44.1 51.0 19.0 17.5 36.9 31.5 
1985 年 47.2 54.2 18.3 19.9 34.5 25.9 
1992 年 40.6 46.0 19.1 22.7 40.3 31.4 
1996 年 35.3 42.4 21.1 24.1 43.7 33.5 
2000 年 33.3 41.6 22.4 26.2 44.3 32.2 
2004 年 30.0 39.3 24.0 26.6 46.0 34.1 
2008 年 30.0 37.5 26.1 26.4 43.9 36.1 
＊2011 年 29.3 38.0 25.0 25.1 45.6 36.9 




 続いて、男女別の国内の就労人口を農業部門、工業部門、サービス業部門の 3 部門それ







合が過去 30 年で減少しているものの、2011 年においても女性にとっては主な就労先とな









表４－５： 男女別の雇用状況の推移（％）、selected years 
年 経営者 被雇用者 自営業者 無給家族 
労働者 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 
1971 3.8 0.8 63.7 76.9 28.9 11.2 3.5 11.2 
1981 2.4 1.2 62.3 79.4 32.5 12.9 2.8 6.5 
1985‐86 3.0 0.9 58.2 58.4 29.6 17.7 9.2 23.0 
1990 2.3 0.6 55.2 55.1 34.6 17.9 7.9 26.5 
1995 3.1 1.1 58.4 63.2 33.5 16.7 5.1 19.1 
2000 3.1 0.8 56.6 55.5 33.8 17.2 6.5 26.5 
2005 4.1 0.9 59.9 58.3 32.9 22.7 3.2 18.2 
2010 3.3 0.8 55.6 53.8 36.6 22.2 4.5 23.2 
（出所）1971 年、1981 年、1985－86 年のデータは、Jayaweera（2002: 118) . 
    1990-2010 年は、DCS（2010）. 
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られる女性労働者はごくわずかである（Jayaweera, 2002: 119）。そして、1980 年代半ば
から 90 年代前半にかけて、女性被雇用者の占める割合は落ち込み、1995 年の値を除き、
男性の割合と変わらないレベルになっている。その代り、1980 年代半ばから、女性の無給
の家族労働者の割合が増加し、常に男性の４倍から５倍程度高い割合を示している。女性
                                                   










図４－４： 男女別でみた失業率の推移、1975～2010 年 
 
（出所）CBSL, Annual Report, various issues. 
 



























常に失業率は、順調に減少傾向を示している。特に、1980 年代前半及び 1990 年代に見せ
た女性の失業率の減少速度は著しい。その結果、2010 年において、男性の失業率は 3.5％、












































スリランカ国内に流入した海外送金総額は 41 億 1600 万 US ドルに達し、前年と比較する
と 23.6％の伸び率を示し、過去最高額であった（CBSL, 2010）。また、2010 年の海外送
金純受取額は同年 GDP の約 7.4％に値し、海外送金がスリランカ経済に及ぼす影響力は無
視できない程になっている（CBSL, 2011: 3）。また、主な海外就労先が中東諸国であるた
め、同地域からの送金額が最も高い。2001 年から 2010 年までの 10 年間にわたって、海






















Smith, 2003: 640-642）。 
海外から流入する金融資源の中から、海外労働者送金、貿易収支額、ODA 額を取り上




収支赤字を抱える国である。同図によれば、2003 年頃まで、貿易収支額はマイナス 20 億
ドルを下回ることは無かったのだが、その翌年から現在まで大幅な赤字を計上している。
1990 年頃までは海外労働者送金と ODA 額はほぼ同額で推移していた。しかし、1990 年
代初頭のメディアによる海外雇用の宣伝効果により、海外出稼ぎ者数が増大し、海外送金
額も大幅に増えた。それ以後、海外送金額は ODA 額を大きく引き離し増大し始めた。特




図４－５： 海外労働者送金、貿易収支額、ODA 額の推移、1975-2010 年 
（百万 US＄） 
 



























図４－６： 主要輸出品目、海外労働者送金の推移、1986-2010 年 
（百万 US＄） 
 







































よび 1990 年代前半に急速にそのシェアを拡大し、2000 年ごろまで 50％前後のシェアを
占め、スリランカの代表的な輸出商品となった。しかし、2000 年始め頃まで全輸出額の約
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（出所）CBSL, Annual Report, various issues. 
 
同様に、海外送金額と紅茶および衣類縫製・織物製品輸出額を、それぞれ、ＧＤＰに占
める割合を、1984 年から 2010 年までの推移を比較したもの図４－８に示した。紅茶の輸
出額はＧＤＰシェアにおいて、1980 年代以降、急速に減少し、現在ではＧＤＰの 2.8％に
留まっている。一方、衣類縫製・織物製品輸出額は、1980 年代後半から急速にシェアを伸
ばし、2000 年にはＧＤＰの 18％の規模に達している。しかし、2000 年をピークに、衣類
縫製・織物製品の対ＧＤＰシェアは、急速に落ち込み、2010 年現在において 7.1％のシェ






























なお、最新の 2010 年の CBSL の統計データの分析では、スリランカの商品貿易構造は、
輸出全体の約 77％が工業品輸出であり、衣類縫製・織物は工業品輸出の約 57％であった。
一方、輸入全体の約 57％が中間財であり、FTZ の多国籍企業工場が輸入する繊維、布、
パーツ等の中間財輸入が 2 割程度占められていた（CBSL, 2010）。 
 
表４－６： 輸出・輸入の構成、1977-2010 年 (%) 
 
1977-1990 年 1991-1999 年 2000-2010 年 
輸出 100.0 100.0 100.0 
農業関連 57.7  23.6  19.3  
工業関連 38.4  72.8  75.1  
(衣類縫製・織物) (a) （56.9）  （66.3）  （61.7）  
鉱物関連 3.9  2.2  1.6  
輸入 100.0 100.0 100.0 
消費財 21.2  20.0  17.6  
中間財 50.8  53.4  58.4  
(繊維, 衣類, 木綿) (b) （21.0）  （40.5）  （29.3）  
投資財 23.0  24.6  21.2  
（出所） CBSL, Annual Report, various issues. 










割合は順調に拡大しており、2002 年には 27.4％だったものが、2005 年には 30.6％、そし
て 2009年には 47.0％と大きく増大し、最新の統計によれば 2010年には過去最高の 49.6％




































図４－９： 苦情件数、解決済苦情件数、賠償金支払額の推移、1994-2009 年 
 
（出所）SLBFE, Annual Statistic Report, 2009. 
 
図４－９は、現地スリランカ大使館や領事館、SLBFE に寄せられた苦情件数と、問題
解決した件数、および賠償金支払額の推移を 1994 年から 2009 年までみたものである。出
稼ぎ労働者たちが訴える海外雇用先で受けた問題に対する苦情は、一貫して増加傾向にあ
る。さらに、労働者の死亡事故等に関して、スリランカ政府が支払う賠償金についても、
増加傾向を示している。賠償金については、1998 年、2003 年、2007 年、そして 2009 年
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（件数） （US＄） 
年 
苦情件数 解決した苦情件数 賠償金支払額（US＄） 
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度の支払いが実施されたが、2007 年および 2009 年には、15 万ドル前後が支払われてお
り、賠償金の支払いが増加傾向にある。1998 年に解決した苦情件数は、約 1 万 1 千件あ
り、それまで累積していた苦情等の問題を、賠償金の支払いで解決につなげたことがうか
がえる。しかし翌年には、寄せられた苦情件数が約 9,800 件にのぼり、毎年上昇傾向にあ





表４－７： 男女別で見た苦情（％）、2005-2009 年累計 
 
男性 女性 合計 
契約賃金額の不払い 16.8  83.2  17.1  
コミュニケーション不足 5.0  95.0  16.9  
病気 10.4  89.6  7.5  
虐待 (肉体的、性的) 4.8  95.2  14.2  
死亡 59.2  40.8  2.6  
雇用契約終了後の帰国補助・送迎なし 5.4  94.6  6.6  
空港到着時に歓迎・送迎なし 5.7  94.3  0.1  
家庭内の問題 (スリランカ) 5.3  94.7  2.3  
契約不履行 49.1  50.9  17.2  
雇用なく、現地立ち往生 42.1  57.9  4.5  
早期解雇 85.8  14.2  0.5  
違法な金銭的取引 10.0  90.0  0.0  
その他 (Domestic Sector) 14.0  86.0  0.3  
その他 (Non-Domestic Sector) 23.8  76.2  1.7  
未分類 17.5  82.5  6.0  
合計 20.9  79.1  100.0  











年から 2009 年までに出稼ぎ労働者から寄せられた苦情や問題件数の総数は、実に 52,286







数の割合の推移を 2006 年から 2009 年まで男女別でみたものである。それによれば、その
４年間だけで、海外で出稼ぎ労働者が死亡した件数は増加しており、2009 年には 332 名
の死者が出ている。増加傾向は 2010 年でも続いており、ある統計では約 460 名のスリラ












































































































































































有り 無し 有り 無し 
世帯主 14.8  4.1 95.9 29.7 70.3 
世帯主の妻 76.4  100.0 0.0 71.5 28.5 
世帯主の娘 6.8  38.2 61.8 47.1 52.9 
世帯主の義理の娘 1.2  83.3 16.7 66.7 33.3 
世帯主の姉妹 0.6  0.0 100.0 0.0 100.0 
その他 0.2  0.0 100.0 0.0 100.0 















のである。20 歳代を除く 30 歳以上の帰国女性には、就学年数が 4 年以下の割合がある程











      
 全体 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50-66 歳 
無学歴 4.2 0.0 14.3 47.6 38.1 
１－４年 8.4 0.0 16.7 42.9 40.5 
５－１０年 53.2 9.8 28.2 37.6 24.4 
O/L 終了 28.0 15.0 37.1 27.1 20.7 
A/L 終了 6.2 9.7 29.0 35.5 25.8 














 経験無し 経験有り 
20 歳代 48.0  52.0  
30 歳代 74.0  26.0  
40 歳代 88.7  11.3  































































配偶者 父親* 母親* 
農業従事者 1.4 26.6 42.2 24.0 
日雇い賃金労働者 3.0 22.6 31.2 25.6 
その他自営業者 12.0 30.4 17.2 5.8 
民間従業員 4.4 5.0 2.2 1.0 
公務員 1.0 6.6 4.4 1.2 
海外出稼ぎ労働者 0.4 1.8 0.0 7.0 
主婦 75.8 0.0 0.0 33.6 
失業者 0.6 1.4 0.2 0.0 
















１で 1980 年から 2006 年までの帰国女性たちの渡航状況の推移を表したものを見たい。こ
の図から明らかなことは、1980 年から 1990 年代半ばにかけて増加傾向を示し、1998 年
にピークを迎えるまでほぼ毎年 60 人強の女性が出稼ぎしていた。1999 年に入ってから
徐々に出稼ぎ数が減少傾向を示している。 
 





3 3 12 10 



























出稼ぎした帰国女性たちの平均渡航回数は 2.1 回であった。約 36％の女性は一回のみ、残
り 64％の女性は 2 回以上海外出稼ぎをしている。また、海外雇用年数の平均は約 4 年であ
った。サウジアラビアでは雇用者と 3 年の雇用契約を結んでいたという回答もよく聞かれ
たが、その他の中東湾岸諸国では、通常、雇用契約は 2 年であった。そのため、海外出稼
ぎ者は 2 年おきにスリランカに帰国することが一般的であった。約 11％の女性は 1 年未満
で帰国、約 14％の女性は 2 年未満で帰国している。聞取り調査によれば、2 年未満で帰国
した女性の多くは、病気、雇用者とのトラブル、スリランカの家族の問題などを理由に帰
国しているケースが多くみられた。また、合計 4 年以上、海外で働いていた女性は約 47％




  全体 
海外渡航回数（％）  
1 回 36.2 
2 回 34.8 
3 回 17.0 
4 回以上 12.0 
平均渡航回数 2.1 回 
海外雇用年数（％）  
1 年未満 11.4 
1 年以上 2 年未満 13.6 
2 年以上 4 年未満 27.8 
4 年以上 6 年未満 21.4 
6 年以上 10 年未満 12.4 
10 年以上 13.4 




表５－６： 帰国女性たちの渡航年代別に見た主な渡航国上位 8 カ国 
 1984年以前 1985-89 年 1990-94 年 1995-99 年 2000-04 年 2005-09 年 



























































































































































ラビア）の三カ国の割合が非常に高い。80 年代ではこれら 3 カ国だけで 8 割以上を占め、



























①収入手段の欠如 35.0  12.8  
収入がない 28.0  10.1  
仕事がない 2.0  0.3  
家計支持者との死別、または離婚 5.0  2.4  
②生活上の困難 16.1  8.8  
経済的困難 8.5  6.4  
借金返済 6.2  1.7  
子供の数が多すぎる 1.4  0.7  
③子供への教育投資、医療費 8.6  15.5  
子供の教育費 7.4  15.2  
家族の医療費 1.2  0.3  
④資産投資、貯蓄 35.8  58.5  
貯蓄が欲しかった 2.6  5.4  
住む土地がなかった 2.4  1.4  
家屋建設 30.8  51.7  
⑤その他経済的理由 0.4  1.0  
生活水準の維持 0.0  0.3  
ビジネス開始 0.4  0.7  
⑥非経済的理由（友人の影響／好奇心など） 3.6  1.0  









































2009 年のスリランカ人家事労働者に対する需要は、合計 356,157 件48にのぼった。同年に
おいて、労働者の信教を選定条件としたものは、「イスラム教徒の家事労働者」114,404 件、
「イスラム教徒以外の家事労働者」118,925 件、そして「キリスト教徒の家事労働者」4,371














                                                   
47 2009 年に出された受注のうち、実際に雇用契約を結んで出稼ぎしたのは、受注の 24.6％程







48 なお、家事労働者に対する受注の割合は、全職種の受注件数 782,223 件のうち、45.5％を占























 初回出稼ぎ 最後出稼ぎ 
仏教 36.7 29.5 
キリスト教 50.6 56.0 
イスラム教 1.9 1.7 






















 海外出稼ぎの今後の可能性を肯定 海外出稼ぎの今後の可能性を否定 
年代･年齢階層 合計 予定あり わからない 合計 したくない できない 
20 歳代 84.0 32.0 52.0 16.0 16.0 0.0 
30 歳代 67.1 18.5 48.6 32.9 29.5 3.4 
40 歳代 49.7 10.2 39.5 50.3 34.5 15.8 
50-66 歳 11.8 7.1 4.7 88.2 34.6 53.5 











































表５－１０： 調査対象世帯の平均月収と個人月収入の状況、2008/09 年（US$） 
項目 月収額（US ドル） 該当世帯割合（％） 
世帯月収（調査対象地） 87.6 100.0 
日雇い賃金収入 56.0 32.3 
農業収入 66.9 20.0 
非農業収入/給与収入 77.0 49.8 
サムルディ 5.2 27.6 
国内労働者送金 32.9 7.6 
海外労働者送金 84.0 9.2 
世帯平均月収（スリランカ） 319.7 - 
世帯平均月収（ハンバントタ県） 323.5 - 
一人当たり平均月収（スリランカ） 79.7 - 
一人当たり平均月収（ハンバントタ県） 78.5 - 


















































































































    (2)ハンバントタ県、農村地域、全国の公的貧困線：DCS, 2008, p.1 の Table.1 にある「Poverty 
Head Count Index（HCI）」。及び統計局のウェブサイト上の 
     データ＜http://www.statistics.gov.lk/poverty/monthly_poverty/index.htm＞ 
（注）(1)公的貧困線（OPL）の基準月額は 2006/07 年のデータを用いて割合を算出した。 
   (2)ハンバントタ県の公的貧困線（DOPL）の基準月額は 2009年のデータを用いて割合を算出した。 












 女性全体 男性全体 世帯 全国 
小規模自営業者 13.7 74.1 73.1 29.0 
農業従事者 1.1 22.6 19.6  
賃金労働者 3.2 22.1 21.0  
漁業従事者 - 5.8 4.8  
建設業従事者 - 2.7 2.2  
砕石業従事者 - 4.4 3.7  
運輸/運送従事者 - 7.6 6.3  
小売/サービス業従事者 5.1 4.7 8.2  
修理工等従事者 - 2.5 2.1  
食品加工/裁縫/製造業従事者 4.3 1.7 5.2  
民間従業員 5.9 6.7 10.4 42.1 
民間非熟練職 0.8 2.4 2.6  
民間専門職・熟練職 0.9 3.2 3.4  
民間工場労働者 4.2 1.1 4.4  
公務員 1.7 5.2 5.7 15.2 
公務非熟練職種 0.8 2.2 2.5  
公務専門職・熟練職 0.9 1.4 1.9  
軍人/兵士 - 1.6 1.3  
専業主婦 69.0 - 10.8 11.0 
失業者 8.8 13.8 - - 
一時帰国中の海外出稼ぎ者 0.9 0.2 - - 
総数（人） 648 634 1282 - 
（出所）(1)女性全体、男性全体：聞取りアンケート調査の集計。 
(2)全国：CBSL, 2009: 18). 残り 2.7％は経営者。 
（注）小規模自営業者（Own Account Workers）、民間従業員（Private Employees）、公務員



























                                                   

























土地なし 75.2 - - - - 75.2 
正規所有 - 1.2 3.0 7.2 0.4 11.8 
正規所有&他の所有形態 - 0.0 0.0 0.6 0.2 0.8 
借地 - 0.8 3.6 5.4 0.4 10.2 
貸付 - 0.2 0.4 0.6 0.0 1.2 
共同利用/共有地その他 - 0.2 0.4 0.2 0.0 0.8 
















































 調査対象世帯 全国の貧困層 全国の非貧困層 
借金なし 28.8  46.8  37.3  
1 万ルピー以下 6.8  32.2  15.4  
10,001-25,000 16.0  11.0  11.6  
25,001-50,000 21.6  6.1  11.6  
50,001-100,000 16.0  3.9  9.3  
100,001-500,000 10.0  -  11.4  


































消費・住宅ローン       
治療費 12.9  12.4  6,472  
冠婚葬祭 2.6  4.5  1,306  
生活費など 5.2  15.7  2,622  
教育費など 2.2  5.3  1,110  
住宅建設 22.6  32.9  11,306  
借入金       
農業経営 18.4  20.5  9,242  
その他自営業経営 20.6  19.9  10,347  
資産・耐久財の購入その他 15.4  17.1  7,721  









































54 調査体調地域では 2004 年の津波復興援助の一環で、津波被害該当世帯に対し自転車が無料







 所有する世帯 所有しない世帯 
農業生産関連の資産/耐久財 6.2  93.8  
 家畜（水牛/乳牛、ヤギ、養豚） 1.8  98.2  
 農業機械 4.6  95.4  
  トラクター 1.8  98.2  
  二輪トラクター 2.8  97.2  
移動/運搬手段関連の耐久財 52.2  26.0  
  自転車 60.6  39.4  
  自動二輪車 20.8  79.2  
  自動三輪車 6.4  93.6  
  乗用車/小型トラック 1.0  99.0  
  バス/大型トラック 0.4  99.6  
  小舟 1.0  99.0  
作業場/小屋等 1.6  98.4  
商店/貸部屋/ミシン 40.0  60.0  
  商店 6.0  94.0  
  貸部屋 0.6  99.4  
















男女全体 男性 女性 
0-15 歳 27.5 28.3 26.8 
16-25 歳 18.6 21.1 16.1 
26-35 歳 14.6 13.8 15.3 
36-50 歳 23.7 20.9 26.4 
51-65 歳 13.1 13.1 13.2 
66 歳以上 2.5 2.8 2.1 
従属人口比率 42.9 - - 
生産年齢人口率 70.0 - - 
(1)従属人口比率(%)＝｛（年齢階層 0-15 歳）＋（年齢階層 65 歳以上）｝/（年齢階層 16-64 歳）





核家族世帯が約 73％、拡大家族世帯が約 27％であり、それぞれの家族の平均人数は 4.0
人と 4.6 人、そして、収入ある家族員の平均人数は、それぞれ 1.5 人と 1.8 人であった。
やはり、拡大家族世帯の家族数と、収入のある家族員の数は最も多いが、それでも核家族
世帯のそれと比較して、大差ある結果ではない。核家族世帯では、親と子によって成り立








 該当世帯割合（％） 家族員の平均人数 収入源のある家族
員の平均人数 
核家族世帯 73.4  4.0  1.5  
単身世帯  2.2  1.0  0.4 
夫婦世帯  4.0  2.0  1.2 
親子世帯  59.0  4.3  1.5 
片親と子の世帯  6.2  2.9  1.2 
拡大家族世帯 26.6  4.6  1.8  


















 20歳代 30歳代 40歳代 50‐66歳 
子供総数     平均人数 1.4 2.5 3.0 3.2 
1－2人 18.8 32.3 30.6 18.3 
3－4人 2.6 27.9 38.2 31.3 
5人以上 0.0 18.8 45.8 35.4 
従属する子供   平均人数 1.4 2.1 1.3 0.3 
1－2人 15.4 34.4 39.6 10.6 
3人以上 6.8 59.1 34.1 0.0 
失業中の子供   平均人数 0.0 2.0 2.0 2.8 
1－4人 0.0 18.1 43.8 38.1 
就労独立の子供  平均人数 0.0 1.4 1.6 2.0 
1－2人 0.0 8.2 45.6 46.2 
























男性 女性 男性 女性 
平均就学年数（年） - - - 8.8 8.1 8.3 10.5 10.8 
無学歴 3.8 4.5 0.7 5.0 5.9 7.0 0.0 0.8 
１－４年 5.8 6.8 1.5 8.0 12.8 7.4 3.2 0.4 
５－１０年 28.4 29.0 25.4 39.1 42.4 44.0 27.0 25.7 
O/L（中卒程度）終了 25.4 19.8 50.3 36.8 30.8 31.8 54.0 54.4 
A/L（高卒程度）終了 7.2 5.6 14.4 10.1 7.4 9.5 13.2 16.6 
大学卒業以上 0.6 0.3 2.0 1.0 0.8 0.3 2.6 2.1 
就学/従属の子供         
大学生 0.8 0.3 2.8      
初等/中等教育 20.7 24.9 1.8      
その他教育研修 0.3 0.1 1.1      


























































































   
 
テーブル/机数 椅子数 ベッド数 
なし 7.8％ なし 2.8％ なし 3.6％ 
１台 58.4％ １～３脚 4.6％ １台 26.6％ 
２台 24.0％ ４～８脚 56.4％ ２台 18.4％ 
３台 6.4％ ９～１５脚 34.4％ ３台 12.8％ 










































































































































































 回帰係数 （ｔ値） 
年齢 ２０歳代 3.11 *** ( 4.82)  
３０歳代 1.81 *** ( 3.87)  
４０歳代 1.51 *** ( 3.78)  
教育 就学年数 - .02  (- .39)  
経済社会的地位 夫がいる - .70 ** (-2.10)  
収入手段がある .64 ** ( 2.32)  
携帯電話を所有する .50 ** ( 2.20)  
送金で家を建てた .44 * ( 1.76)  
ソーシャル・ネット 
ワーク 
兄弟姉妹数 - .09 * (-1.76)  
男性親族海外出稼ぎ経験者数 .21  (  .68)  
女性親族海外出稼ぎ経験者数 .14  (  .90)  
子供の数 子供なし 5.24 *** ( 2.77)  
１～２人 4.51 *** ( 2.67)  
３～４人 3.98 *** ( 2.49)  
５～６人 3.16 ** ( 2.01)  
子供の年齢階層別人数 ２歳以下男女 .95 *** ( 2.53)  
３～５歳男女 .68 * ( 1.84)  
６～９歳男女 .83 *** ( 2.95)  
１０～１５歳男子 .58 ** ( 2.27)  
１０～１５歳女子 .85 *** ( 3.05)  
１６～１９歳男子 .44  ( 1.55)  
１６～１９歳女子 .45 * ( 1.64)  
２０～２４歳男子 .15  (  .56)  
２０～２４歳女子 .52 ** ( 2.02)  
２５歳以上男子 .15  (  .88)  
２５歳以上女子 - .11  (- .38)  
文化的許容力 海外出稼ぎ先で雇用者と同じ
宗教に改宗した経験がある 
2.23 *** ( 2.90)  
（出所）アンケート調査の集計。 
（注）(1) 従属変数は帰国女性が家事労働者として中東湾岸諸国へ出稼ぎする可能性が、 
     ある場合（肯定）を１とし、ない場合（否定）は０とした。 


































































































また、長期間に及ぶ民族紛争が 2009 年 5 月に終結し、それ以後、スリランカは高い経済成
長を記録している。そのため一人当たりのGDPも近年急成長している。その勢いの一方で、





























































































ンカの一人当たり GDP の推移を、5 ヵ年平均で見たものである。この約 30 年間で、スリ
ランカの一人当たり GDP を月額に換算すると 120.3 ドル、つまり、約 5.5 倍に上昇してい
る。特に、2000 年代後半からの成長は著しい。一方、契約賃金は、同期間において、わず
か 23.1 ドル程度しか増加しておらず、わずか 1.2 倍の伸びに留まっている。海外出稼ぎが
活発化し始めた 1980 年代前半では、一人当たり GDP の約 4 倍にあたる契約賃金額だった





高くない状況になってきている。なお、2010 年の一人当たり GDP の推計額は 199.9 ドル
であった。中東湾岸諸国での、スリランカ人女性家事労働者に対する緩やかな契約賃金の
                                                                                                                                                     





上昇率では追いつけないスピードで、スリランカの一人当たり GDP は伸びている。 
 
図６－１： 契約賃金と一人当たり GDP の推移（5 ヶ年平均）、1980-2009 年（US$） 
 
（出所）契約賃金：聞取り調査をもとに集計 





契約賃金額を表６－１にまとめたものを見てみたい。2008 年から 2009 年にかけて、家事
労働者として出稼ぎした女性の契約賃金の平均額は170ドルであった。それと比較すると、


































表６－１： 調査対象世帯の月収入状況と契約賃金（月額）、2008/09 年（US$） 

















                                                   
57 国際的な貧困指標を見ると、同地域の調査対象世帯は一日 1 ドル以下で暮らす絶対的貧困に




多い分布は、3,000 ドルから 5,800 ドルである。聞き取りでは、大多数の女性が賃金を受け
取ると、その大半をスリランカへ送金していたことから、ここでは、実質賃金受取額と海
外送金額は、ほぼ等しいものとして扱う。実質賃金受取総額、すなわち海外送金総額の平










出稼ぎ費用-残余 - - 3.8 
0 $ - 3.6 0.8 
1-1,400 $ 10.5 10.3 11.1 
1,400-3,000 $ 17.9 19.5 20.5 
3,000-5,800 $ 27.1 25.8 26.4 
5,800-10,000 $ 25.6 22.9 22.0 
10,000-20,000 $ 15.1 14.1 12.6 





*2  実質賃金受取総額：実際の賃金額。海外で支払った出稼ぎ費用もここで差し引いた。 





賃金受取額（海外送金額）の月平均は 103 ドル、そして純利益の月平均は約 88 ドルであっ









出稼ぎ費用－残余 - - 3.8 
0 $ - 3.6 0.8 
50 $ 以下 - 3.6 6.7 
50-100 $ 10.5 24.9 37.0 
100-115 $ 45.6 34.6 28.9 
115-150 $ 38.4 28.7 19.7 




















































初回 最後 初回 最後 初回 最後 
海外雇用斡旋業者（国内） 108.9 122.1 90.9 104.6 57.0 86.3 
友人・知人（国内） 115.1 142.9 103.4 129.2 97.9 118.5 
家事労働者紹介所（海外） 102.0 116.0 95.3 76.7 88.7 59.1 
友人・知人・雇用者（海外） - 147.3 - 138.1 - 130.4 












金上昇が見られており、1990 年代以降から約 130 ドル前後で推移している。実質賃金受取
















初回 最後 初回 最後 初回 最後 
1984 年以前 108.7 119.1 99.0 114.8 88.6 109.5 
1985-1989 年 110.3 123.7 101.2 113.8 82.2 111.0 
1990-1994 年 109.8 124.5 93.8 106.3 54.0 74.4 
1995-1999 年 106.9 132.6 88.4 116.6 67.2 101.4 
2000-2004 年 110.6 127.2 90.9 112.0 57.6 98.0 











































初回 最後 初回 最後 初回 最後 
クウェート 117.7 126.7 101.3 113.4 72.6 97.7 
サウジアラビア 108.9 110.7 89.9 87.7 58.2 61.4 
UAE 115.3 139.4 98.4 122.1 70.4 103.9 
レバノン 97.9 142.8 81.0 119.2 59.6 115.7 
その他中東*1 95.5 115.4 84.7 99.8 57.1 87.7 
キプロス - 253.4 - 232.8 - 230.7 
アジア*2 98.3 97.3 75.7 97.3 69.6 94.3 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
（注意）*1 その他中東には、オマーン、ヨルダン、イラン、パレスチナ自治区など。 
























初回 最後 初回 最後 初回 最後 
アラビア語 110.0 123.7 93.2 105.3 63.2 87.2 
英語 120.1 161.3 115.0 145.6 110.4 137.3 
アラビア語と英語 104.2 137.5 85.4 134.0 78.8 130.5 
アラビア語とヒンディ語 82.0 - 82.0 - 82.0 - 






























初回 最後 初回 最後 初回 最後 
問題なし 111.2 130.8 104.6 122.2 90.7 115.6 



































初回 最後 初回 最後 初回 最後 
無学歴 105.5 107.2 70.4 69.2 15.4 51.4 
Grade1-4 年 107.2 127.0 81.2 117.1 44.3 112.8 
Grade5-10 年 109.1 127.2 92.4 110.7 63.1 95.1 
O/L 終了 111.9 132.5 98.5 115.3 77.2 97.8 






















初回 最後 初回 最後 初回 最後 
10 代 101.8 116.0 93.3 116.0 74.3 112.8 
20 代 112.1 130.2 95.4 119.7 63.9 103.3 
30 代 109.3 129.6 92.3 105.9 72.9 85.3 
40 代 105.9 127.5 83.0 115.3 40.6 106.5 































初回 最後 初回 最後 初回 最後 
就業経験なし 109.1 128.3 93.1 112.2 65.5 96.5 



























父親 母親 父親 母親 父親 母親 
農業従事者 117.2 118.5 107.3 106.7 91.3 90.0 
日雇い賃金労働者 113.7 113.8 93.9 98.3 76.7 83.8 
その他自営者 117.8 116.2 109.1 104.2 98.5 93.9 
民間従業員 110.0 112.9 104.0 99.5 95.2 95.0 
公務員 134.0 158.4 119.6 158.4 112.6 153.3 
失業者 112.0 - 66.0 - 66.0 - 
主婦 - 115.6 - 104.4 - 90.3 







































が「失業者」と回答した場合についても、それらの差額はわずか 2 ドル程度であった。 
 







夫 帰国女性 夫 帰国女性 夫 帰国女性 
農業従事者 120.0 115.5 110.3 114.5 96.1 102.2 
日雇い賃金労働者 111.0 111.1 92.6 98.2 74.9 89.2 
その他自営者 118.0 114.6 103.5 100.0 85.8 88.9 
民間従業員 115.9 116.0 102.1 109.2 91.3 102.5 
公務員 121.6 110.4 110.8 99.9 99.0 87.3 
失業者 110.6 109.8 96.3 107.5 92.0 99.2 
主婦 - 117.2 - 103.3 - 86.8 
定年 111.2 116.1 107.9 109.1 100.8 89.4 





































は約 91 ドル、そして最下位の「夫なし」のグループは、最高位と約 19 ドルもの開きをも










初回 最後 初回 最後 初回 最後 
夫なし 111.6 120.4 99.4 108.1 75.6 85.1 
夫あり 109.7 131.2 91.3 112.4 62.3 97.5 
子供なし 111.4 120.7 97.3 110.9 70.8 103.5 

























初回 最後 初回 最後 初回 最後 
未婚者 112.4 123.1 104.0 116.2 85.7 106.6 
既婚者で子供なし 110.4 123.3 90.4 113.4 65.8 106.2 
離婚/別居中で子供なし 107.0 106.5 38.6 104.8 -156.7 99.3 
未亡人で子供なし 104.5 116.3 83.2 107.3 69.2 89.3 
既婚者で子供あり 109.6 132.9 91.3 112.1 62.0 95.7 
離婚/別居中で子供あり 111.9 122.8 102.7 84.1 88.9 -7.8 



























































また、トイレの設置も 9 割近くは屋外にあり、室内にトイレを持つ世帯は 7.4％程度に留ま
っている。タイル加工の床と、室内トイレの施工費用は維持費の負担額が大きいため、国
内で安定的な収入確保が保障されない限り設置は難しい。1980 年代および 1990 年代に、
初めて出稼ぎした女性たちから、両親や娘のために、送金で家を建ててやったと回答した






家すらまだ建てていないと話す女性の割合が高まる。図６－２は、1975 年から 2010 年ま
でのスリランカの消費者物価指数の上昇率を現したものである。開放政策の導入直後、イ





図６－２： 消費者物価上昇率の推移、1975-2010 年（％） 
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一時的な停滞を見せるも、2000 年代後半に入ると急速に伸び始めた。そして、中東湾岸諸










































くあげられたのが夫で約 55％の回答があった。続けて女性の母親が約 4 割、義理の母親、
実の姉妹または兄弟、そして義理の姉妹などの順で多く回答があった。長女や長男が下の



















































Grade 1 – 5 年 6.7 












                                                                                                                                                     
したり、パートタイム講師として働く者もいた。 






































い」と、いずれの質問項目に対し、それぞれ 6 割以上の女性が該当した。 
 
表６－１８： 帰国女性による出稼ぎ国とスリランカとの比較（回答率,％） 
質問項目 そう思う そうは思わない 
出稼ぎ国の方が、賃金率が高い 93.5 6.5 
出稼ぎ国で働く方が、貯金ができる 90.3 9.7 
出稼ぎ国の方が、生活水準が高い 90.4 9.6 
出稼ぎ国の方が、仕事の機会が多い 46.5 53.1 
出稼ぎ国の方が、労働環境が良い 74.2 25.6 
出稼ぎ国の方が、仕事量が少ない 31.4 68.4 
出稼ぎ国で働く方が、ストレスが小さい 36.9 63.1 
出稼ぎ国で働く方が、悩みや心配事が少ない 36.6 63.4 
出稼ぎ国の方が、自由がある 39.3 60.7 

















































































外出稼ぎの家事労働者 0.4％、無職 2.0％であった。そして残りの 75.8％は、主婦で占めら
れている。スリランカの社会経済や雇用情勢、女性の年齢なども影響すると思われるが、
                                                   
63 2009 年 5 月の内戦終結までの約 20 数年間、商業施設や公的施設、バスや列車など人々が多
く集まる場所に自爆テロ攻撃が頻発していたので、非常に危険でもあった。 



























































インフォーマルな雇用部門 参加したい 参加したくない 
① 農業部門   
稲作 47.9 52.1 
野菜、果物 41.9 58.1 
畜産、乳牛 0.6 99.4 
小売 0.8 99.2 
② 水産業部門   
加工等 3.8 96.2 
③ その他   
商店、喫茶店など 8.6 91.4 
裁縫、小物・衣服作り 3.6 96.4 
ケータリング、食品加工 4.0 96.0 
レンガ造り 3.8 96.2 
その他*1 7.8 92.2 
村内の日雇い賃金労働者 3.8 96.2 
フォーマルな雇用部門 参加できる 参加したいが、機会なし 
衣類縫製工場 7.2 92.8 
製塩工場 1.8 98.2 
その他の製造工場 4.6 95.4 























































































































































合、雇用斡旋手数料が 7,500 ルピー、施設料が 200 ルピー、付加価値税が 1,150 ルピー、










 表７－１は、女性たちが出稼ぎした際の費用を、1980 年から 2009 年までの変化を 5 ヵ
年平均で見たものである。ドル額で見ると、表７－１に示すとおり出稼ぎ費用の負担額は
減少している。出稼ぎ費用は、平均して 1～3 ヶ月分の契約賃金額の規模に相当する。男性
                                                   
65 バドッラ県にある紅茶プランテーション地域での調査によれば、1992 年頃から同地域のタミ
ル人女性の間で中東諸国向け家事労働者出稼ぎが始まり、他地域の女性と比較すると渡航費用が









表７－１： 5 ヶ年平均で見た家事労働者の中東出稼ぎ費用、1980-2009 年（US$） 
出発年 出稼ぎ費用額（＄） 
1980-1984 年 237.9 
1985-1989 年 324.4 
1990-1994 年 254.7 
1995-1999 年 189.0 
2000-2004 年 145.1 









                                                   
66 2009 年に実施した現地聞取り調査によれば、男性では、中東の運転手や建設現場作業員だと
大体 10 万ルピー前後（約 10 万円）、ユニークなものでは日本の建設現場やイタリアのハウスボ
ーイの場合は 80 万ルピー（約 80 万円）であった。また、女性では、キプロスの家事労働者が
















 初回出稼ぎ 最後出稼ぎ（最近） 
海外雇用斡旋業者（国内） 78.9 58.0 
友人・知人（国内） 19.8 22.5 
家事労働者紹介所（海外） 0.4 7.4 
友人・知人・雇用者（海外） 0.0 11.7 





























くなっていた（2009 年 1 月聞取り調査）。 
                                                   
67 非正規の海外斡旋業者によって、嘘の韓国出稼ぎ話で男性労働者を斡旋した。しかし、いつ
まで経っても出稼ぎできないことから、約 5,000 人もの出稼ぎを申請した男性たちがその業者の





十数名分のパスポートと手数料 5,000 ルピー（約 50US ドル）を業者に渡した。しかしそ
の後、突然、その斡旋業者と連絡が取れなくなり、事務所を訪ねると業者は廃業していた。







事なきを得る手段として悪用されている」という（聞取り調査, 2011 年 8 月）。また、この
ような事態について、スリランカの入国管理局は、スリランカ人労働者の出入国に関して、
あまり厳重な管理システム（例えば、指紋押捺など）を採用していないため、よほどのこ
とがない限り、そのまま問題なく通過できるということであった（聞取り調査, 2011 年 8
月）。さらに、賄賂やコネクションを利用して、本来なら不法行為であっても、実際には空
港で何事も起こることなくスムーズに出稼ぎ労働者たちの出入国手続きが進められるとい




















































い。雇用者世帯は、約 89％は核家族であり、残り 11％は 2 世帯以上であった。また、表７
－３に示すとおり、家族員の数は多く、一家族（核家族と拡大家族）あたり平均 7.5 人が同
居し、子供数は、平均 5.5 人であった。だいたい 4 人から 6 人程度で構成される家族が全
体の 43.6％、続いて、10 人以上で構成される同居家族が全体の 22.8％も占めている。また、













1 人～3 人 11.7 
4 人～6 人 43.6 
7 人～9 人 21.9 


























































1 時間未満 14.5 
2～3 時間程度 18.5 




1～4 時間程度 23.3 
5～8 時間程度 63.9 


































                                                   










人間関係   
雇用者と問題が生じたことがある 27.3 19.3 
雇用者の妻と問題が生じたことがある 33.1 23.7 
雇用者の子供と問題が生じたことがある 19.5 23.7 
同僚と問題が生じたことがある 6.5 1.1 
トラブル内容   
過度な仕事量、オーバーワークだった 48.1 37.0 
何かと怒鳴られ、罵られた 30.2 21.3 
体罰や肉体的虐待を受けた 20.0 13.5 














女性はいわゆる紹介所に「返品」されたのであった。女性は 1 年 4 ヶ月その家で働いてき
たのだが、給料は帰国時に支払うという約束を、一方的に雇用者側から言い出されていた。
雇用者と雇用者の妻は、その事件以来まったく音沙汰がなく、1 年 4 ヶ月分の給料は受け取
っていない。紹介所にその苦情を訴えたが、紹介所は全く対応してくれなかった。どう主



















                                                   
71 Dissanayake によれば、約 7％のスリランカ人家事労働者が、肉体的または精神的な虐待を雇






















（2009 年 3 月聞取り調査）。望まぬ妊娠にまで問題が発展した女性もいた。その女性は、
インタビュー会場にたずねて来た時、まず、周囲に誰も村人がいないことを確認してから、





であった。しかし、INSTRAW と IOM による調査結果によれば、家事労働者として出稼ぎした



















































小切手や口座振込みであった。送金回数については、約 30％の女性が毎月、約 25％は 2 ヶ
月おき、約 22％は 3 ヶ月おき、約 6％は 4 ヶ月から半年おきに送金していた74。なお、約 3％
の女性は、帰国時に、出稼ぎ先で貯蓄してきた収入全額を持ち帰っている。しかし、約 14％
                                                                                                                                                     
目以上の妻を娶ることに対し、寛容になるようにと教育されて育つ（マレーシアでの現地聞き取

























例えば、雇用者 100 家族あたり約 13 家族は、家事労働者に要した衣食住費、通信費、薬
代を理由に、毎月契約賃金額から控除していた。また、雇用者 100 家族中 3.5 家族では、
はじめの数か月分の支払いを遅らせ、それ以降、帰国まで毎月定期的に支払い、家事労働
者の帰国時に残りの未払い分の給料を支払うという手法を取っていた。この他、雇用者 100
















































 雇用先で問題が生じた時、どのような対処をしたかたずねたところ、約 4 割の女性から




























































（注）雇用先で問題が起き、項目にある行動を取ったことのある女性は全体の 4 割である。 
 




































































 その他の問題として、1990 年のイラクのクウェート侵攻（湾岸戦争）や、2006 年のレバ
237 
ノン戦争があげられる。渡航先での戦争体験を持つと回答した女性は、クウェート戦争が






たのである（2008 年 12 月聞取り調査）。また、レバノン戦争に遭遇した女性は、爆撃音の
中、たくさんの人々が命を落とす光景を横目に必死で大使館まで非難したと話していた。
帰国した今も時々、当時の戦争の状況を夢で見ることがあり、それで夜中に目が覚めるこ


















































































状は酷くなるばかりであった。息子 3 人は 14 歳前後で勉強を止め、母親である女性に「も
う出稼ぎしなくても僕たちが働いて家族を守る」と言ってくれたので出稼ぎを止めた。そ
の後、夫は廃人になって死んだ。今は残りの借金返済と、一番下の娘の教育に力を入れて































稼ぎ経験者である女性は話した。実は孫の心臓病の手術で 20 万ルピー（約 20 万円）かか
ったので、嫁からの送金を医療費による借金の返済に使う予定だった。しかし嫁は出稼ぎ
してから 2 年経つが全く送金したことがないという。残された家族は、出稼ぎしたまま連






























































































































































































































































































































































極的な海外雇用政策を展開させたのである。2010 年には、約 26.6 万人もの労働者を海外へ
送出した。同年、海外にいるスリランカ人は 193 万 2,245 人と推計され、労働力人口の約

























































































































































































































あり続けるとしている（森岡と望月, 1997: 6）。 









る（川崎, 1993: 463; ギデンズ, 2004: 223）。 
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附録 A－２： 家族機能 
アメリカの社会学者パーソンズは、家族の機能について次のようにまとめている。まず、
家族の主要な機能は、「一次的社会化」と「パーソナリティの安定化」の二つであると捉え





























機能 対個人 対社会 
性的機能 性的・情愛的充足 性的統制 
生殖・養育機能 子孫をもつ欲求の充足 社会成員の補充（種の再生産） 
社会化機能  




教育機能 基礎的・専門的知識と技能の伝授 文化の伝達 
保護機能 家族員の生命・財産の保護 社会秩序の安定化 
休息・娯楽機能 家族員の活動エネルギーの補充 
宗教的機能 家族員の精神的安定化 































族の連携はあるが、「世帯」は別にしているという他出者の場合もある（平田, 1990: 91; 森



















































































附録 A－５： 国際標準職業分類（ISCO）による（有償）家事労働者に関連する項目 
Major Group 5: Service workers and shop and market sales workers 
Service workers and shop and market sales workers provide personal and protective 
services related to travel, housekeeping, catering, personal care, or protection against fire 
and unlawful acts, or they pose as models for artistic creation and display, or demonstrate 
and sell goods in wholesale or retail shops and similar establishments, as well as at stalls and 
on markets. Most occupations in this major group require skills at the second ISCO skill level.  
    Tasks performed by service workers and shop and market sales workers usually include: 
organisation and provision of services during travel; housekeeping; preparation and serving 
of food and beverages; child care; rudimentary nursing and related care at homes or in 
institutions; personal care, such as hairdressing or beauty treatment; companionship; 
astrology and fortune- telling; embalming; funeral arrangements; protection of individuals 
and property against fire and unlawful acts and enforcement of law and order; posing as 
models for advertising, artistic creation and display of goods; selling goods in wholesale or 
retail establishments, as well as at stalls and on markets; demonstrating goods to potential 
customers. Supervision of other workers may be included. 
 
 51: Personal and protective services workers 
Personal and protective services workers provide personal and protective services 
related to travel, housekeeping, catering, personal care, or protection against fire and 
unlawful acts.  
    Tasks performed by workers in this sub-major group usually include: organisation and 
provision of services during travel; housekeeping; preparation and serving of food and 
beverages; child care; rudimentary nursing and related care at homes or in institutions; 
personal care, such as hairdressing or beauty treatment; companionship; astrology and 
fortune-telling; embalming; funeral arrangements; protection of individuals and property 
against fire and unlawful acts and enforcement of law and order. Supervision of other 
workers may be included. 
 
  512: Housekeeping and restaurant services workers 
Housekeeping and restaurant services workers organise, supervise and carry out 
housekeeping functions in commercial establishments, institutions or private 
households, or perform various kinds of work related to the preparation and cooking of 
meals and the serving of food and beverages in various commercial establishments, 
institutions, private households, ships or passenger trains.  
    Tasks performed usually include: engaging, training and discharging domestic 
staff; organising and conducting the work of domestic staff; taking care of general 
welfare and suitable conduct of individuals in institutions; controlling the purchase, 
storage and issue of supplies; preparing and cooking foodstuffs; serving food and 
beverages. Supervision of other workers may be included. 
 
   5121: Housekeepers and related workers 
Housekeepers and related workers organise, supervise and carry out 
housekeeping functions in hotels, clubs, boarding schools and other enterprises and 
267 
institutions and in private households.  
Tasks include: 
(a) engaging, training, discharging organising and supervising workers employed 
as domestic staff;  
(b) purchasing or controlling the purchase of supplies;  
(c) controlling storage and issue of supplies;  
(d) supervising general welfare and conduct of individuals in institutions;  
(e) assisting in cases of minor injury or illness by performing tasks such as taking 
temperature, giving medicine, putting on bandages;  
(f) performing related tasks;  
(g) supervising other workers.  
    Examples of the occupations classified here: Housekeeper; Matron, 
housekeeping; Steward, house 
   5122: Cooks 
Cooks plan, organise, prepare and cook foodstuffs in hotels, restaurants and 
other public eating places, on board ships, on passenger trains and in private 
households.  
Tasks include: 
(a) planning meals, preparing and cooking foodstuffs;  
(b) planning, supervising and coordinating work in the kitchen;  
(c) performing related tasks;  
(d) supervising other workers.  
    Examples of the occupations classified here: Cook; Cook, head 
  513: Personal care and related workers 
Personal care and related workers provide child care and help in looking after 
schoolchildren, perform various tasks in order to assist medical and nursing 
professionals and associate professionals in their duties at hospitals and other 
institutions, provide home-based personal care, or help veterinary, pharmaceutical or 
other professionals in their tasks.  
    Tasks performed usually include: taking care of employers' children and helping 
teachers by taking care of children at lunch or other school breaks or outings; 
providing rudimentary nursing and related care in hospitals and similar institutions, or 
to patients at home; helping veterinary and pharmaceutical professionals in their 
duties. Supervision of other workers may be included. 
 
   5131: Child-care workers 
Child-care workers take care of employers' children and oversee their daily 
activities, or engage in helping teachers to look after schoolchildren.  
Tasks include: 
(a) assisting children to bath, dress and feed themselves;  
(b) taking children to and from school or outdoors for recreation;  
(c) playing games with children, or entertaining children by reading or storytelling;  
(d) maintaining order in children's bedrooms and playrooms;  
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(e) taking care of schoolchildren at lunch or other school breaks;  
(f) taking care of schoolchildren on excursions, museum visits and similar outings;  
(g) performing related tasks;  
(h) supervising other workers.  
    Examples of the occupations classified here: Governess, children; Nanny 
   5133: Home-based personal care workers 
Home-based personal care workers attend to various personal needs and in 
general provide personal care for persons in need of such care at their own homes 
because of physical or mental illness or disability or because of impairment due to 
old age.  
Tasks include: 
(a) assisting persons in getting into and out of bed and making the appropriate 
change in dress;  
(b) changing bed-linen and helping persons with their bath and toilet;  
(c) serving food - prepared by them or others - and feeding persons needing help;  
(d) giving or ensuring that persons take the necessary medicaments;  
(e) watching for any sign of deterioration in the person's health and informing the 
relevant medical doctor or social services;  
(f) performing related tasks;  
(g) supervising other workers.  
    Examples of the occupations classified here: Aid, nursing/home; 
Major Group 9: Elementary occupation 
Elementary occupations consist of simple and routine tasks which mainly require the use 
of hand-held tools and often some physical effort. 
    Most occupations in this major group require skills at the first ISCO skill level. 
    Tasks performed by workers in elementary occupations usually include: selling goods in 
streets and public places, or from door to door; providing various street services; cleaning, 
washing, pressing; taking care of apartment houses, hotels, offices and other buildings; 
washing windows and other glass surfaces of buildings; delivering messages or goods; 
carrying luggage; doorkeeping and property watching; stocking vending machines or reading 
and emptying meters; collecting garbage; sweeping streets and similar places; performing 
various simple farming, fishing, hunting or trapping tasks performing simple tasks connected 
with mining, construction and manufacturing including product-sorting and simple 
hand-assembling of components; packing by hand; freight handling; pedalling or 
hand-guiding vehicles to transport passengers and goods; driving animal-drawn vehicles or 
machinery. 
 
 91: Sales and services elementary occupation 
Sales and services elementary occupations mainly consist of tasks connected with 
street or door-to-door sales or services, or cleaning, property watching and caretaking, 
delivering goods and messages or carrying luggage. 
    Tasks performed by workers in this sub-major group usually include: selling goods in 
streets and public places, or from door to door; providing various street services ; 
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cleaning, washing, pressing, sweeping or garbage collecting ; doorkeeping, property 
watching and building caretaking; washing windows or other glass surfaces; ushering; 
delivering messages or goods; stocking vending machines or reading and emptying 
meters; carrying luggage. 
 
  913: Domestic and related helpers, cleaners and launders 
Domestic and related helpers, cleaners and launderers perform various tasks in 
private households, hotels, offices, hospitals and other establishments, as well as in 
aircraft, trains, coaches, trams, and similar vehicles, in order to keep the interiors and 
fixtures clean, or they do hand-laundering and pressing. 
    Tasks performed usually include sweeping or vacuum-cleaning, taking care of 
linen, washing and polishing floors , furniture and other objects, or bed-making helping 
with various kitchen work or, in private households, cooking and serving meals ; 
performing the tasks of hand-launderers and pressers. Supervision of other workers 
may be included. 
 
   9131: Domestic helpers and cleaners 
Domestic helpers and cleaners sweep, vacuum clean, wash and polish, take 
care of household linen, purchase household supplies, prepare food, serve meals 
and perform various other domestic duties. 
Tasks include: 
(a) sweeping, vacuum-cleaning, polishing and washing floors and furniture, or 
washing windows and other fixtures;  
(b) washing, ironing and mending linen and other textiles;  
(c) washing dishes;  
(d) preparing, cooking and serving meals and refreshments;  
(e) purchasing food and various other household supplies;  
(f) performing related tasks;  
(g) supervising other workers. 
    Examples of the occupations classified here: Charworker, domestic; Cleaner, 
domestic;  
    Some related occupations classified elsewhere: Cleaner, hotel – 9132; 
Housekeeper – 5121; Launderer, hand – 9133; Sweeper, street – 9162; 
（出所）ILO, ISCO-88. 
http://www.ilo.org/public/english/bureau/stat/isco/isco88/major.htm 
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附録 A－７： 世界の家事労働者の雇用や労働基準に関する規定（2012 年 1 月 3 日現在） 
ザンビア（2011 年 12 月 30 日） 
The Minimum Wages and Conditions of Employment (Domestic Workers) Order 2010 (S.I. 
No. 3 of 2011).  
Statutory Instruments, 2011-01-07, Government of Zambia 
1. Title  2. Application  3. Interpretation   
4. Minimum wages and conditions of employment  5. Wages  6. Hours of work   
7. Overtime  8. Annual leave  9. Paid sick leave  10. Maternity leave   
11. Separation package  12. Transport allowance  13. Protective clothing   
14. Prohibition of child labour 
 
ヨルダン（2009 年 8 月 25 日） 
Regulation No 90/2009 Of Domestic Workers, Cooks, Gardeners And Similar Categories.  
Official Gazette, 2009-10-01, No. 4989, p. 5348 
Regulates the employment conditions of domestic workers including obligations of employers and 
workers, hours of work, leave and termination of the employment contract. 
 
ドイツ（2009 年 4 月 20 日） 
Law on mandatory working conditions for frontier and seconded workers and domestic 
workers employed on a regular basis - Seconded Workers Law.  
Bundesanzeiger Verlag, Bonn, Germany, 2009-04-23, Vol. I, No. 20, pp. 799-805 
Bundesgesetzblatt, Ministry of Justice, Bundesanzeiger Verlag, Germany 
Introduction.  Chapter 1 - Objective of the Law  Chapter 2 - General employment conditions 
Chapter 3 - Collective working conditions  Chapter 4 - Working conditions in the care sector 
Chapter 5 - Civil Enforcement   Chapter 6 - Monitoring and enforcement by government 
authorities  Chapter 7 - Final Provisions 
 
セントビンセントおよびグレナディーン諸島（2008 年 6 月 4 日） 
Wages Regulation (Domestic Workers) Order, 2008 (No. 31 of 2008).  
Saint Vincent and the Grenadines Statutory Rules and Orders, 2008 
Sets out the minimum wage to be paid to a domestic worker and specifies the hours of work, overtime, 
vacation leave, sick leave and maternity leave in the Schedule to the Order. Repeals the Wages 
Regulation (Domestic Workers) Order, 2003 (No. 13 of 2003). 
 
バーレーン（2008 年 5 月 18 日） 
Resolution No. 78 of 2008 with respect to amending certain provisions of resolution No. 76 
of 2008 with respect to regulating work permits of foreigners other than domestic workers.  
Repeals and replaces articles 2(4) (violation of obligations imposed by the law) and 10 (period of 
validity of work permits) of Resolution No. 76 of 2008. 
 
バーレーン（2008 年 5 月 18 日） 
Resolution No. 76 of 2008 with respect to regulating work permits of foreigners other than 
domestic workers.  
English Translation of the Official Gazette, 2008-05-29, No. 2845, pp. 13-18 
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Al Jarida Al Rasmiyya, 2008-05-29, No. 2845, pp. 20-25 
Provides the conditions that need to be fulfilled in order to issue a work permit to an employer. It is to 
be filed with the Labour Market Regulatory Authority (LMRA) by the employer. Gives particulars as 
to the validity of the permits (in general two years), conditions that the employer has to observe in 
order to employ a foreign worker as well as the duties of foreign workers and the cancellation of a 
permit. Repeals the Resolution No. 71 of 2007 concerning work permits for Government employed 
foreigners. 
 
ジンバブエ（2007 年 2 月 16 日） 
Labour Relations (Domestic Workers) Employment (Amendment) Regulations, 2007 (No. 
17) - SI 46/2007.  
Veritas Trust, Kubatana, the NGO Network Alliance Project, Zimbabwe 
Section 6 of the Labour Relations (Domestic Workers) Employment (Amendment) Regulations, 1992 
is repealed and substitute with a new section on accommodation, transport, lights and fuel. Also 
amends the first schedule concerning grading and wages and the second schedule concerning monthly 
minimum allowances. 
 
クウェート（2006 年 12 月 20 日） 
Ministerial Decree No. 305/2006 on the work chart of the Committee that regulates the 
situation of migrant workers in the private sector dealing with problems related to 
domestic workers.  
Statistical Compilation of Employment in the Private Sector 2006, 2006, p. 264-265 
The Decree establishes a Committee to regulate the situation of domestic workers in the private 
sector. It defines the role of Committee members and their positions, and sets the duties and 
obligations of the Committee in regulating the work. 
 
シリア（2006 年 11 月 21 日） 
Regulation governing Private Agencies for the Recruitment and Employment of 
Non-Syrian Female Domestic Workers and Nannies (Act No. 81 2006).  
Prohibits the recruitment and employment of any female worker unless if it is done through a 
licensed agency (article 2). Provides for the application of licenses (articles 4-14). Provides that in 
order to be recruited, inter alia, a female worker need to have a full legal capacity, no convictions to 
her name, have approval of her husband if she is married and have no chronic and infectious disease 
or disabilities and is physically able to do the job (article 3). Also provides details of content of the 
employment contract, payment of repatriation expenses by the agency and prohibition of abuse, 
mistreatment or discrimination against female workers. 
 
モーリシャス諸島（2006 年 10 月 3 日） 
Domestic Workers (Remuneration Order) (Amendment) Regulations 2006.  
Government Notice, 2006, No. 188, pp. 960-961 
Contains monthly basic wage in the new First Schedule. 
 
ヨルダン（2006 年） 
Instructions for the Conditions and Procedures of Licensing and Organizing the Private 
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Offices of Bringing and Employing Non-Jordanian Domestic Workers of the year 2006.  
Official Gazette, 2006-01-10, No. 4785, Ministry of Labour, Jordon) 
Establishes a Committee of the Affairs of the Private Offices of Brining and Employing 
non-Jordanian Domestic Workers which is to receive application and renew licences for recruitment 
agencies. Provides the procedures for applying for the licence as well as the authorizations to be given 
by the agency and the person employing the domestic worker. Also deals with responsibilities 
concerning arrival and departure of the worker as well as repatriation. Finally provides fees to be 
paid to the Ministry as well as fees to be provided by the house owner to the recruitment agency. 
 
ジンバブエ（2006 年） 
Labour Relations (Domestic Workers) Employment (Amendment) Regulations, 2006 (No. 
16 of 2006).  
Government Gazette, 2006-04-28, Veritas Trust, Kubatana Net , Zimbabwe,  
Replaces section 6 and First Schedule (wages). 
 
オマーン（2004 年 6 月 16 日） 
Ministerial Decree No. 189/2004 on the Special Terms and Conditions of Domestic Workers.  
Al Jaridah Al Rasmiyah, 2004-07-17, No. 771, pp. 25-27 
The Decree describes the employment conditions and terms of reference of domestic workers 
including details of employment contract, the rights and duties of the employer and the employee, 
and the right of the employee to receive a free ticket to his/her country of origin upon the termination 
of the contract. 
 
ヨルダン（2003 年 1 月 16 日） 
Regulation of Organizing the Private Offices of Bringing and Employing Non-Jordanian 
Domestic Workers No. (3) Of the Year 2003.  
Official Gazette, 2003-01-16, No. 4581, 3 pp. Ministry of Labour, Jordan 
Regulates the licensing and conduct of recruitment agencies specialised in recruiting foreign domestic 
workers. 
 
ジンバブエ（2001 年 10 月 19 日） 
Labour Relations (Domestic Workers) Employment (Amendment) Regulations, 2001 (No. 
11).  
Official Gazette, Statutory Instruments, 2001-10-19, No. 310, pp. 1983-1984 
ade under Labour Relations Act. Amends Section 3 of Labour Relations (Domestic Workers) 
Employment Regulations 1992 by inserting a new definition of "domestic worker" and of "qualified 
sick persons-minder". Repeals Section 6 of these Regulations.  
 
ジンバブエ（2000 年 3 月 24 日） 
Labour Relations (Domestic Workers) Employment (Amendment) Regulations, 2000 (No. 9 
of 2000).  
Supplement to the Government Gazette, 2000-03-24, 2 p.__ 
Repeals the first and second schedules to the Labour Relatins (Domestic Workers) Employment 
Regulations (No. 377 of 1992) and, thereby, raises domestic workers' wages by 35 per cent and 
274 
minimum allowances by 70 per cent. 
 
カナダ（マニトバ）（1999 年 3 月 19 日） 
Domestic Workers Regulation (Reg. 60 of 1999).  
Manitoba Gazette, 1999-04-03, Vol. 128, No. 14, pp. 789-791 
Laws of Manitoba, Queen's Printer for Manitoba, Canada  
Applies to domestic workers employed by a member of a family and who work more than 24 hours a 
week in the home. Provides that a domestic worker who works more than 12 hours in a day shall be 
deemed to have worked 12 hours that day. Sets forth maximum charges for lodging and meals an 
employer may charge. Requires employers to give workers 36 consecutive hours of free time during 
the week, during which no work shall be performed. Exempts domestic workers from corresponding 
sections of the Employment Standards Code (s. 45) and the Minimum Wages and Working Conditions 
Regulation (ss. 14 and 15). Repeals the Domestic Workers Regulation (99/87). 
 
ジンバブエ（1994 年 9 月 16 日） 
Labour Relations (Domestic Workers) Employment (Amendment) Regulations, 1994 (No. 3)  
Government Gazette, Supplement,, 1994-09-16, pp. 955-956 
Provide for grades and wages of domestic workers including garden workers, cooks, housekeepers, 
and childminders. 
 
セントキッツ・ネイビス連邦（1994 年 9 月 9 日） 
Labour (Minimum Wage) (Domestic Workers) Order, 1994 (SRO 23 of 1994).  
Official Gazette, 1994-10-20, pp. 2-3 
Provides for minimum rate of wages as well as overtime rate. 
Revokes the Labour (Minimum Wage) (Domestic Servants) Order, 1989. 
 
ジンバブエ（1993 年 12 月 3 日） 
Labour Relations (Domestic Workers) (Employment) (Amendment) Regulations, 1993 (No. 
2) (S.I. No. 373 of 1993)  
Government Gazette, Supplement, 1993-12-03, pp. 2045-2048 
Amends the definitions of "child-minder", "cook/housekeeper" and "disabled/aged-minder". Amends 
subsection 3 of section 8 by substituting the words "industrial holiday" for the words "public holiday". 
 
ジンバブエ（1993 年 11 月 12 日） 
Labour Relations (Domestic Workers) Employment (Amendment) Regulations, 1993 (No. 1) 
(S.I. No. 347 of 1993)  
Government Gazette, Supplement, 1993-11-12, pp. 2303-2304 
Provides that a domestic worker residing outside the premises of the employer shall not be required 
to work beyond seven o'clock p.m. without his consent to work overtime. Also provisions in respect to 
minimum wage and allowances. 
 
ジンバブエ（1992 年 10 月 30 日） 
Labour Relations (Domestic Workers) Employment Regulations, 1992 (S.I. No. 377 of 1992)  
Zimbabwean Government Gazette, Supplement, 1992-10-30, pp. 2035-2051 
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Regulates the working conditions of domestic workers, covering such matters as grading and wages, 
hours of work, accommodation, transport, lights and fuel, payments for overtime, payments for 
wages, part-time and casual employment, vacation leave, benefits during sickness, contract and 
notice, maternity leave, protective equipment, and gratuities on termination of employment. Repeals 
the Employment (Domestic Workers) Regulations, 1981; the Employment (Domestic Workers) 
(Amendment) Regulations, 1982 (No. 1); the Employment (Domestic Workers) (Amendment) 
Regulations, 1984 (No. 3); and the Employment (Domestic Workers) (Amendment) Regulations, 1985 
(No.4). Made under the Labour Relations Act, 1985. 
 
モーリシャス諸島（1990 年 7 月 31 日） 
Domestic Workers' (Remuneration Order)(Amendment) Regulations 1990 (Government 
Notice No. 135 of 1990)  
Government Gazette of Mauritius, Legal Supplement, 1990-08-13, No. 71, pp. 324-325 
Amendment of the Domestic Workers' (Remuneration Order) Regulations 1983 made under the 
Industrial Relations Act to provide a maternity benefit of twelve weeks' leave on full pay plus an 
allowance of Rs 300. After three such leaves, a female employee will only be allowed leave without 
pay. 
 
セントビンセントおよびグレナディーン諸島（1989 年 3 月 31 日） 
Wages Regulations (Domestic Workers) Order, 1989 (No. 12 of 1989).  
Government Gazette, Statutory Rules and Orders, 1989-04-04, 12, pp. 27-28 
Laws of Saint-Vincent and the Grenadines, 1990, Chapter 155, , 2p 
Concerns conditions of employment of domestic workers with respect to minimum wages, hours of 
working time, holidays and paid leave due to pregnancy or illness. 
 
ジンバブエ（1985 年 6 月 28 日） 
Employment (Domestic Workers) (Amendment) Regulations 1985 (No. 4).  
Inter alia, repeal the schedule to the principal regulations. 
 
ジンバブエ（1984 年 7 月 1 日） 
Employment (Domestic Workers) (Amendment) Regulations 1984 (No. 3). S.I. 238C of 1984.  
Amends schedule to Employment (Domestic Worker) Regulations 1983 (No. 2). 
 
セントビンセントおよびグレナディーン諸島（1982 年 3 月 30 日） 
Wages Regulations (Domestic Workers) Order. No. 13.  
Printed separately, 3 p. 
 
セントビンセントおよびグレナディーン諸島（1981 年 7 月 8 日） 
Wages Councils (Agricultural Workers, Domestic Workers, Industrial Workers and Shop 
Assistants) Order (S.R.O. 24 of 1981).  
Laws of Saint-Vincent and the Grenadines, Chapter 155, 1990, 1p. 
Provides for the establishment of Wages Councils for workers in the industrial sector, and for Wages 




Employment (Domestic Workers) Regulations 1981. Statutory Instrument 925C.  
 
ハンガリー（1978 年 8 月 15 日） 
Decree No. 10 of the Minister of Labour, respecting certain questions relating to the 
conditions of employment and employment relationships of domestic workers.  
Magyar Közlöny, 1978-08-15 
 
フィンランド（1977 年 12 月 16 日） 
Act (No. 951 of 1977) respecting the conditions of employment of domestic workers.  
Finlands Författningssamling Suomen Asetuskokoelma (BIBL), 1977 
Ministry of Labour, Finlex, Finland 
Provides for working hours (overtime, emergency work, weekly rest period, compensation), wages, 
termination of employment, occupational safety and registers. Repeals the Domestic Employees Act 
(No. 1 of 1949). Unofficial translation (Ministry of Labour, 2002) available online in English. 
 
リヒテンシュタイン（1976 年 12 月 14 日） 
Notification to publish a model contract of employment for domestic workers.  
Liechtensteinisches Landesgesetzblatt, 1976-12-29 
 
セーシェル諸島（1973 年 5 月 8 日） 
Workmen's Compensation (Excepted Persons) regulations 1973 [up to five agricultural 
workers and all domestic servants are excepted from the Workmen's Compensation 
Ordinance 1970.] Statutory Instrument No. 35.  
Government Gazette, 1973-05-14, Supplement 
 
デンマーク（1971 年 6 月 9 日） 
An Act to amend the Act [No. 156 of 31 May 1961: LS 1961 - Den. 2] respecting agricultural 
and domestic workers. No. 292.  
Lovtidende A, 1971, No. XXIV 
Amends s. 11 (extension of leave). 
 
（出所）ILO, NATLEX: <http://www.ilo.org/dyn/natlex/natlex_browse.details> 












附録 A－８： スリランカの出稼ぎ労働者に関する法律の概要（2012 年 1 月 3 日現在） 
2009 年 10 月 1 日 
Sri Lanka Bureau of Foreign Employment (Amendment) Act (No. 56 of 2009).  
Department of Labour, http://www.labourdept.gov.lk, Sri Lanka) 
Makes numerous amendments to the principal Act including with respect to licensing and fees. 
 Amended text: Sri Lanka Bureau of Foreign Employment Act (No. 21 of 1985) 
 
1994 年 2 月 28 日 
Sri Lanka Bureau of Foreign Employment (Amendment) Act, No. 4 of 1994  
Official Gazette, 1994-03-04, Part II, Supplement, pp. 1-3 
This amendment introduces a system for differentiation of the fees payable for recruitment services 
depending on the type of employment envisaged. It also determines the repartition of the fees paid 
between the licensee (70 percent), the Welfare Fund (10 percent), and the Sri Lanka Bureau of 
Foreign Employment (20 percent). Fines due for offences against the Basic Act are increased 
considerably and the possibility to impose sanctions generally is extended. 
 Amended text: Sri Lanka Bureau of Foreign Employment Act (No. 21 of 1985)  
 
1990 年 
Model Employment Contract - Sri Lanka Bureau of Foreign Employment  
Separata, 4 pp. 
Regulates the conditions of an employment contract (excluding domestic workers). The employer is 
required to pay the travel expenses (by air) of the employee upon taking up service. He must also pay 
the return fare upon expiration of the contract, upon termination of the Contract by the employer 
without just cause, if the employee is unable to continue work due to sickness or accident, in case of 
force majeure and when the contract is terminated through no fault of the employee. The employee is 
also entitled to free food, accommodation, and emergency medical care. The employer is required to 
assist the employee in the remittance of his monthly salary to Sri Lanka. Regulates the conditions of 
terminating the contract on both sides. On certain conditions the employee is entitled to an end of 
service indemnity. An employee may terminate the contract without notice in case of inhuman 
treatment. 
 Related text: The Sri Lankan Bureau of Foreign Employment Regulations 
 
1985 年 8 月 28 日 
The Sri Lanka Bureau of Foreign Employment Regulations  
The Gazette of Sri Lanka, 1985-08-28, No. 364/9, 9 p. 
Labour Code of Sri Lanka, 2004, Labour Legislation (in force on 31 December 2002), Ministry of 
Employment and Labour, Colombo, Sri Lanka, pp. 604-608 
These Regulations prescribe the detailed conditions for obtaining a license to carry out the business of 
a foreign employment agency. They also determine the fees payable to the Sri Lanka Bureau of 
Foreign Employment by every worker due to work abroad. To the Regulations is annexed, inter alia, a 
model employment agreement to govern domestic sector employees recruited to Kuwait, UAE, Saudi 
Arabia and "other countries". Pursuant thereto the employer is required to pay the travel expenses of 
the employee upon assuming service. Upon the end of the contract, the employer must pay the 
employee, in addition to the return travel expenses, an end of service gratuity of not less than one 
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month salary. The employer is also required to provide free accommodation, food and medical care as 
well as insurance coverage against accident, sickness or permanent disablement. 
 Basic text: Sri Lanka Bureau of Foreign Employment Act (No. 21 of 1985)  
 Related text: Model Employment Contract – Sri Lanka Bureau of Foreign Employment 
 
1985 年 6 月 7 日 
Sri Lanka Bureau of Foreign Employment Act (No. 21 of 1985).  
Official Gazette, 1985-06-07, Vol. 11, 28 pp. 
Labour Code of Sri Lanka, 2004, Labour Legislation (in force on 31 December 2002), Ministry of 
Employment and Labour, Colombo, Sri Lanka, pp. 585-603 
Sri Lanka Bureau of Foreign Employment Act, 1985-06-07, Parliament of the Democratic Socialist 
Republic of Sri Lanka, Department of Government Printing, 28 pp. 
Sri Lanaka Bureau of Foreign Employment, http://www.slbfe.lk, Sri Lanka (PDF) (consulted on 
2011-02-28) 
This Act regulates the recruitment of Sri Lankans for employment outside Sri Lanka. Establishes the 
Sri Lanka Bureau of Foreign Employment whose main functions include the promotion of exportation 
of manpower as well as the protection and providing of assistance to potential, actual and former 
expatriate workers. The Act imposes a license requirement on all foreign employment agencies, under 
the supervision of the Sri Lanka Bureau of Foreign Employment and determines the conditions and 
modalities for obtaining such a license. In particular, the Bureau is charged with the training and 
orientation of Sri Lankans prior to departure for employment abroad. The Bureau is also required to 
maintain and finance a Welfare Fund specifically designated to cover, inter alia, expenses incurred 
for the rehabilitation of return migrants. An Information Data Bank, containing information on Sri 
Lankans employed outside and returning to Sri Lanka, is to be set up and maintained by the Bureau. 
Offences against the Act are criminally sanctioned. 
Date of entry into force: 1985-08-22 
 Amending text: Sri Lanka Bureau of Foreign Employment (Amendment) Act (No. 56 of 2009) 
 Amending text: Sri Lanka Bureau of Foreign Employment (Amendment) Act (No. 4 of 1994) 
 Implementing text: The Sri Lanka Bureau of Foreign Employment Regulations 
 
（出所）ILO, NATLEX:  
<http://www.ilo.org/dyn/natlex/natlex_browse.details?p_lang=en&p_country=LK
A&p_classification=17&p_origin=COUNTRY&p_sortby=SORTBY_COUNTRY> 












附録 A－９： スリランカ海外雇用庁の各部局と主な業務 
1. Information Technology and Research 
 Maintaining of ICT infrastructure 
 Conducting / coordinating research 
2. Registration and Airport 
 Monitoring of the registration process 
3. Finance 
 Involving in financial planning 
 Supervising records of payments, receipts and expenditures and all financial 
statements 
 Controlling of the budget and audit procedures 
4. Administration and Human Resources 
 Involving in administration and staff development 
5. Foreign Relation and Humanitarian Facilitation 
 Administering / monitoring the activities of labour sections of Sri Lanka 
missions abroad 
 Attending to complaints made by migrant workers and their relatives 
6. Laws, Regulations and Enforcement 
 Representing the organization in legal activities 
 Settling the disputes between employers and recruitment agents 
7. Training and Recruitment 
 Conducting / coordinating training programmes 
 Involving in the recruitment of Sri Lankans for foreign jobs 
8. Welfare, Sociology and Publicy 
 Conducting awareness programmes 
 Looking after the welfare of migrants workers and their families 
 Introducing reintegration programmmes 
 Making the general public aware on formal migration 
9. Product & Services Development 
 Undertaking promotional activities to meet the aspiration of stakeholders 
involved in the foreign employment industry and reintegration of returnees 
 
















C189 Domestic Workers Convention, 2011  
Convention concerning decent work for domestic workers (Note: Date of coming into force: )  
Convention:C189  
Place:Geneva  
Date of adoption:16:06:2011  
Session of the Conference:100  
Subject: Specific Categories of Workers  
 
The General Conference of the International Labour Organization, Having been 
convened at Geneva by the Governing Body of the International Labour Office, and 
having met in its 100th Session on 1 June 2011, and  
Mindful of the commitment of the International Labour Organization to promote decent 
work for all through the achievement of the goals of the ILO Declaration on 
Fundamental Principles and Rights at Work and the ILO Declaration on Social Justice 
for a Fair Globalization, and  
Recognizing the significant contribution of domestic workers to the global economy, 
which includes increasing paid job opportunities for women and men workers with 
family responsibilities, greater scope for caring for ageing populations, children and 
persons with a disability, and substantial income transfers within and between 
countries, and  
Considering that domestic work continues to be undervalued and invisible and is 
mainly carried out by women and girls, many of whom are migrants or members of 
disadvantaged communities and who are particularly vulnerable to discrimination in 
respect of conditions of employment and of work, and to other abuses of human rights, 
and  
Considering also that in developing countries with historically scarce opportunities for 
formal employment, domestic workers constitute a significant proportion of the national 
workforce and remain among the most marginalized, and  
Recalling that international labour Conventions and Recommendations apply to all 
workers, including domestic workers, unless otherwise provided, and  
Noting the particular relevance for domestic workers of the Migration for Employment 
Convention (Revised), 1949 (No. 97), the Migrant Workers (Supplementary Provisions) 
Convention, 1975 (No. 143), the Workers with Family Responsibilities Convention, 1981 
(No. 156), the Private Employment Agencies Convention, 1997 (No. 181), and the 
Employment Relationship Recommendation, 2006 (No. 198), as well as of the ILO 
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Multilateral Framework on Labour Migration: Non-binding principles and guidelines 
for a rights-based approach to labour migration (2006), and  
Recognizing the special conditions under which domestic work is carried out that make 
it desirable to supplement the general standards with standards specific to domestic 
workers so as to enable them to enjoy their rights fully, and  
Recalling other relevant international instruments such as the Universal Declaration of 
Human Rights, the International Covenant on Civil and Political Rights, the 
International Covenant on Economic, Social and Cultural Rights, the International 
Convention on the Elimination of All Forms of Racial Discrimination, the Convention on 
the Elimination of All Forms of Discrimination against Women, the United Nations 
Convention against Transnational Organized Crime, and in particular its Protocol to 
Prevent, Suppress and Punish Trafficking in Persons, Especially Women and Children 
and its Protocol against the Smuggling of Migrants by Land, Sea and Air, the 
Convention on the Rights of the Child and the International Convention on the 
Protection of the Rights of All Migrant Workers and Members of Their Families, and  
Having decided upon the adoption of certain proposals concerning decent work for 
domestic workers, which is the fourth item on the agenda of the session, and  
Having determined that these proposals shall take the form of an international 
Convention;  
adopts this sixteenth day of June of the year two thousand and eleven the following 
Convention, which may be cited as the Domestic Workers Convention, 2011.  
Article 1  
For the purpose of this Convention:  
(a) the term domestic work means work performed in or for a household or households;  
(b) the term domestic worker means any person engaged in domestic work within an 
employment relationship;  
(c) a person who performs domestic work only occasionally or sporadically and not on an 
occupational basis is not a domestic worker.  
Article 2  
1. The Convention applies to all domestic workers.  
2. A Member which ratifies this Convention may, after consulting with the most 
representative organizations of employers and workers and, where they exist, with 
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organizations representative of domestic workers and those representative of employers 
of domestic workers, exclude wholly or partly from its scope:  
(a) categories of workers who are otherwise provided with at least equivalent protection;  
(b) limited categories of workers in respect of which special problems of a substantial 
nature arise.  
3. Each Member which avails itself of the possibility afforded in the preceding 
paragraph shall, in its first report on the application of the Convention under article 22 
of the Constitution of the International Labour Organisation, indicate any particular 
category of workers thus excluded and the reasons for such exclusion and, in 
subsequent reports, specify any measures that may have been taken with a view to 
extending the application of the Convention to the workers concerned.  
Article 3  
1. Each Member shall take measures to ensure the effective promotion and protection of 
the human rights of all domestic workers, as set out in this Convention.  
2. Each Member shall, in relation to domestic workers, take the measures set out in this 
Convention to respect, promote and realize the fundamental principles and rights at 
work, namely:  
(a) freedom of association and the effective recognition of the right to collective 
bargaining;  
(b) the elimination of all forms of forced or compulsory labour;  
(c) the effective abolition of child labour; and  
(d) the elimination of discrimination in respect of employment and occupation. 3. In 
taking measures to ensure that domestic workers and employers of domestic workers 
enjoy freedom of association and the effective recognition of the right to collective 
bargaining, Members shall protect the right of domestic workers and employers of 
domestic workers to establish and, subject to the rules of the organization concerned, to 
join organizations, federations and confederations of their own choosing.  
Article 4  
1. Each Member shall set a minimum age for domestic workers consistent with the 
provisions of the Minimum Age Convention, 1973 (No. 138), and the Worst Forms of 
Child Labour Convention, 1999 (No. 182), and not lower than that established by 
national laws and regulations for workers generally.  
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2. Each Member shall take measures to ensure that work performed by domestic 
workers who are under the age of 18 and above the minimum age of employment does 
not deprive them of compulsory education, or interfere with opportunities to participate 
in further education or vocational training.  
Article 5  
Each Member shall take measures to ensure that domestic workers enjoy effective 
protection against all forms of abuse, harassment and violence.  
Article 6  
Each Member shall take measures to ensure that domestic workers, like workers 
generally, enjoy fair terms of employment as well as decent working conditions and, if 
they reside in the household, decent living conditions that respect their privacy.  
Article 7  
Each Member shall take measures to ensure that domestic workers are informed of 
their terms and conditions of employment in an appropriate, verifiable and easily 
understandable manner and preferably, where possible, through written contracts in 
accordance with national laws, regulations or collective agreements, in particular:  
(a) the name and address of the employer and of the worker;  
(b) the address of the usual workplace or workplaces;  
(c) the starting date and, where the contract is for a specified period of time, its 
duration;  
(d) the type of work to be performed;  
(e) the remuneration, method of calculation and periodicity of payments;  
(f) the normal hours of work;  
(g) paid annual leave, and daily and weekly rest periods;  
(h) the provision of food and accommodation, if applicable;  
(i) the period of probation or trial period, if applicable;  
(j) the terms of repatriation, if applicable; and  
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(k) terms and conditions relating to the termination of employment, including any 
period of notice by either the domestic worker or the employer.  
Article 8  
1. National laws and regulations shall require that migrant domestic workers who are 
recruited in one country for domestic work in another receive a written job offer, or 
contract of employment that is enforceable in the country in which the work is to be 
performed, addressing the terms and conditions of employment referred to in Article 7, 
prior to crossing national borders for the purpose of taking up the domestic work to 
which the offer or contract applies.  
2. The preceding paragraph shall not apply to workers who enjoy freedom of movement 
for the purpose of employment under bilateral, regional or multilateral agreements, or 
within the framework of regional economic integration areas.  
3. Members shall take measures to cooperate with each other to ensure the effective 
application of the provisions of this Convention to migrant domestic workers.  
4. Each Member shall specify, by means of laws, regulations or other measures, the 
conditions under which migrant domestic workers are entitled to repatriation on the 
expiry or termination of the employment contract for which they were recruited.  
Article 9  
Each Member shall take measures to ensure that domestic workers:  
(a) are free to reach agreement with their employer or potential employer on whether to 
reside in the household;  
(b) who reside in the household are not obliged to remain in the household or with 
household members during periods of daily and weekly rest or annual leave; and  
(c) are entitled to keep in their possession their travel and identity documents.  
Article 10  
1. Each Member shall take measures towards ensuring equal treatment between 
domestic workers and workers generally in relation to normal hours of work, overtime 
compensation, periods of daily and weekly rest and paid annual leave in accordance 
with national laws, regulations or collective agreements, taking into account the special 
characteristics of domestic work.  
2. Weekly rest shall be at least 24 consecutive hours.  
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3. Periods during which domestic workers are not free to dispose of their time as they 
please and remain at the disposal of the household in order to respond to possible calls 
shall be regarded as hours of work to the extent determined by national laws, 
regulations or collective agreements, or any other means consistent with national 
practice.  
Article 11  
Each Member shall take measures to ensure that domestic workers enjoy minimum 
wage coverage, where such coverage exists, and that remuneration is established 
without discrimination based on sex.  
Article 12  
1. Domestic workers shall be paid directly in cash at regular intervals at least once a 
month. Unless provided for by national laws, regulations or collective agreements, 
payment may be made by bank transfer, bank cheque, postal cheque, money order or 
other lawful means of monetary payment, with the consent of the worker concerned.  
2. National laws, regulations, collective agreements or arbitration awards may provide 
for the payment of a limited proportion of the remuneration of domestic workers in the 
form of payments in kind that are not less favourable than those generally applicable to 
other categories of workers, provided that measures are taken to ensure that such 
payments in kind are agreed to by the worker, are for the personal use and benefit of 
the worker, and that the monetary value attributed to them is fair and reasonable.  
Article 13  
1. Every domestic worker has the right to a safe and healthy working environment. 
Each Member shall take, in accordance with national laws, regulations and practice, 
effective measures, with due regard for the specific characteristics of domestic work, to 
ensure the occupational safety and health of domestic workers.  
2. The measures referred to in the preceding paragraph may be applied progressively, in 
consultation with the most representative organizations of employers and workers and, 
where they exist, with organizations representative of domestic workers and those 
representative of employers of domestic workers.  
Article 14  
1. Each Member shall take appropriate measures, in accordance with national laws and 
regulations and with due regard for the specific characteristics of domestic work, to 
ensure that domestic workers enjoy conditions that are not less favourable than those 
applicable to workers generally in respect of social security protection, including with 
respect to maternity.  
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2. The measures referred to in the preceding paragraph may be applied progressively, in 
consultation with the most representative organizations of employers and workers and, 
where they exist, with organizations representative of domestic workers and those 
representative of employers of domestic workers.  
Article 15  
1. To effectively protect domestic workers, including migrant domestic workers, 
recruited or placed by private employment agencies, against abusive practices, each 
Member shall:  
(a) determine the conditions governing the operation of private employment agencies 
recruiting or placing domestic workers, in accordance with national laws, regulations 
and practice;  
(b) ensure that adequate machinery and procedures exist for the investigation of 
complaints, alleged abuses and fraudulent practices concerning the activities of private 
employment agencies in relation to domestic workers;  
(c) adopt all necessary and appropriate measures, within its jurisdiction and, where 
appropriate, in collaboration with other Members, to provide adequate protection for 
and prevent abuses of domestic workers recruited or placed in its territory by private 
employment agencies. These shall include laws or regulations that specify the 
respective obligations of the private employment agency and the household towards the 
domestic worker and provide for penalties, including prohibition of those private 
employment agencies that engage in fraudulent practices and abuses;  
(d) consider, where domestic workers are recruited in one country for work in another, 
concluding bilateral, regional or multilateral agreements to prevent abuses and 
fraudulent practices in recruitment, placement and employment; and  
(e) take measures to ensure that fees charged by private employment agencies are not 
deducted from the remuneration of domestic workers.  
2. In giving effect to each of the provisions of this Article, each Member shall consult 
with the most representative organizations of employers and workers and, where they 
exist, with organizations representative of domestic workers and those representative of 
employers of domestic workers.  
Article 16  
Each Member shall take measures to ensure, in accordance with national laws, 
regulations and practice, that all domestic workers, either by themselves or through a 
representative, have effective access to courts, tribunals or other dispute resolution 
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mechanisms under conditions that are not less favourable than those available to 
workers generally.  
Article 17  
1. Each Member shall establish effective and accessible complaint mechanisms and 
means of ensuring compliance with national laws and regulations for the protection of 
domestic workers.  
2. Each Member shall develop and implement measures for labour inspection, 
enforcement and penalties with due regard for the special characteristics of domestic 
work, in accordance with national laws and regulations.  
3. In so far as compatible with national laws and regulations, such measures shall 
specify the conditions under which access to household premises may be granted, 
having due respect for privacy.  
Article 18  
Each Member shall implement the provisions of this Convention, in consultation with 
the most representative employers and workers organizations, through laws and 
regulations, as well as through collective agreements or additional measures consistent 
with national practice, by extending or adapting existing measures to cover domestic 
workers or by developing specific measures for them, as appropriate.  
Article 19  
This Convention does not affect more favourable provisions applicable to domestic 
workers under other international labour Conventions.  
Article 20  
The formal ratifications of this Convention shall be communicated to the 
Director-General of the International Labour Office for registration.  
Article 21  
1. This Convention shall be binding only upon those Members of the International 
Labour Organization whose ratifications have been registered with the 
Director-General of the International Labour Office.  
2. It shall come into force twelve months after the date on which the ratifications of two 
Members have been registered with the Director- General.  
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3. Thereafter, this Convention shall come into force for any Member twelve months 
after the date on which its ratification is registered.  
Article 22  
1. A Member which has ratified this Convention may denounce it after the expiration of 
ten years from the date on which the Convention first comes into force, by an act 
communicated to the Director-General of the International Labour Office for 
registration. Such denunciation shall not take effect until one year after the date on 
which it is registered.  
2. Each Member which has ratified this Convention and which does not, within the year 
following the expiration of the period of ten years mentioned in the preceding paragraph, 
exercise the right of denunciation provided for in this Article, will be bound for another 
period of ten years and, thereafter, may denounce this Convention within the first year 
of each new period of ten years under the terms provided for in this Article.  
Article 23  
1. The Director-General of the International Labour Office shall notify all Members of 
the International Labour Organization of the registration of all ratifications and 
denunciations that have been communicated by the Members of the Organization.  
2. When notifying the Members of the Organization of the registration of the second 
ratification that has been communicated, the Director-General shall draw the attention 
of the Members of the Organization to the date upon which the Convention will come 
into force.  
Article 24  
The Director-General of the International Labour Office shall communicate to the 
Secretary-General of the United Nations for registration in accordance with Article 102 
of the Charter of the United Nations full particulars of all ratifications and 
denunciations that have been registered.  
Article 25  
At such times as it may consider necessary, the Governing Body of the International 
Labour Office shall present to the General Conference a report on the working of this 
Convention and shall examine the desirability of placing on the agenda of the 
Conference the question of its revision in whole or in part.  
Article 26  
289 
1. Should the Conference adopt a new Convention revising this Convention, then, 
unless the new Convention otherwise provides:  
(a) the ratification by a Member of the new revising Convention shall ipso jure involve 
the immediate denunciation of this Convention, notwithstanding the provisions of 
Article 22, if and when the new revising Convention shall have come into force;  
(b) as from the date when the new revising Convention comes into force, this 
Convention shall cease to be open to ratification by the Members.  
2. This Convention shall in any case remain in force in its actual form and content for 
those Members which have ratified it but have not ratified the revising Convention.  
Article 27  
The English and French versions of the text of this Convention are equally 
authoritative. 
（出所）ILO, ILOLEX. http://www.ilo.org/ilolex/cgi-lex/convde.pl?C189（2012 年 1 月 3
日アクセス) 
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附録 A－１１： 2011 年の家事労働者勧告（第 201 号）「家事労働者のためのディーセ
ント・ワークに関する勧告」 
R201 Domestic Workers Recommendation, 2011  
Recommendation concerning Decent Work for Domestic Workers  
Recommendation:R201  
Place:Geneva  
Session of the Conference:100  
Date of adoption:16:06:2011Subject: Specific Categories of Workers  
The General Conference of the International Labour Organization,  
Having been convened at Geneva by the Governing Body of the International Labour 
Office, and having met in its 100th Session on 1 June 2011, and  
Having adopted the Domestic Workers Convention, 2011, and  
Having decided upon the adoption of certain proposals with regard to decent work for 
domestic workers, which is the fourth item on the agenda of the session, and  
Having determined that these proposals shall take the form of a Recommendation 
supplementing the Domestic Workers Convention, 2011;  
adopts this sixteenth day of June of the year two thousand and eleven the following 
Recommendation, which may be cited as the Domestic Workers Recommendation, 
2011.  
1. The provisions of this Recommendation supplement those of the Domestic Workers 
Convention, 2011 ( the Convention ), and should be considered in conjunction with 
them.  
2. In taking measures to ensure that domestic workers enjoy freedom of association 
and the effective recognition of the right to collective bargaining, Members should:  
(a) identify and eliminate any legislative or administrative restrictions or other 
obstacles to the right of domestic workers to establish their own organizations or to 
join the workers organizations of their own choosing and to the right of organizations 
of domestic workers to join workers organizations, federations and confederations;  
(b) give consideration to taking or supporting measures to strengthen the capacity of 
workers and employers organizations, organizations representing domestic workers 
and those of employers of domestic workers, to promote effectively the interests of their 
members, provided that at all times the independence and autonomy, within the law, 
of such organizations are protected.  
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3. In taking measures for the elimination of discrimination in respect of employment 
and occupation, Members should, consistent with international labour standards, 
among other things:  
(a) make sure that arrangements for work-related medical testing respect the principle 
of the confidentiality of personal data and the privacy of domestic workers, and are 
consistent with the ILO code of practice Protection of workers personal data (1997), 
and other relevant international data protection standards;  
(b) prevent any discrimination related to such testing; and  
(c) ensure that no domestic worker is required to undertake HIV or pregnancy testing, 
or to disclose HIV or pregnancy status.  
4. Members giving consideration to medical testing for domestic workers should 
consider:  
(a) making public health information available to members of the households and 
domestic workers on the primary health and disease concerns that give rise to any 
needs for medical testing in each national context;  
(b) making information available to members of the households and domestic workers 
on voluntary medical testing, medical treatment, and good health and hygiene 
practices, consistent with public health initiatives for the community generally; and  
(c) distributing information on best practices for work-related medical testing, 
appropriately adapted to reflect the special nature of domestic work.  
5. (1) Taking into account the provisions of the Worst Forms of Child Labour 
Convention, 1999 (No. 182), and Recommendation (No. 190), Members should identify 
types of domestic work that, by their nature or the circumstances in which they are 
carried out, are likely to harm the health, safety or morals of children, and should also 
prohibit and eliminate such child labour.  
(2) When regulating the working and living conditions of domestic workers, Members 
should give special attention to the needs of domestic workers who are under the age of 
18 and above the minimum age of employment as defined by national laws and 
regulations, and take measures to protect them, including by:  
(a) strictly limiting their hours of work to ensure adequate time for rest, education and 
training, leisure activities and family contacts;  
(b) prohibiting night work;  
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(c) placing restrictions on work that is excessively demanding, whether physically or 
psychologically; and  
(d) establishing or strengthening mechanisms to monitor their working and living 
conditions.  
6. (1) Members should provide appropriate assistance, when necessary, to ensure that 
domestic workers understand their terms and conditions of employment.  
(2) Further to the particulars listed in Article 7 of the Convention, the terms and 
conditions of employment should also include:  
(a) a job description;  
(b) sick leave and, if applicable, any other personal leave;  
(c) the rate of pay or compensation for overtime and standby consistent with Article 
10(3) of the Convention;  
(d) any other payments to which the domestic worker is entitled;  
(e) any payments in kind and their monetary value;  
(f) details of any accommodation provided; and  
(g) any authorized deductions from the worker s remuneration.  
(3) Members should consider establishing a model contract of employment for domestic 
work, in consultation with the most representative organizations of employers and 
workers and, where they exist, with organizations representative of domestic workers 
and those representative of employers of domestic workers. (4) The model contract 
should at all times be made available free of charge to domestic workers, employers, 
representative organizations and the general public.  
7. Members should consider establishing mechanisms to protect domestic workers 
from abuse, harassment and violence, such as:  
(a) establishing accessible complaint mechanisms for domestic workers to report cases 
of abuse, harassment and violence;  
(b) ensuring that all complaints of abuse, harassment and violence are investigated, 
and prosecuted, as appropriate; and  
293 
(c) establishing programmes for the relocation from the household and rehabilitation of 
domestic workers subjected to abuse, harassment and violence, including the provision 
of temporary accommodation and health care.  
8. (1) Hours of work, including overtime and periods of standby consistent with Article 
10(3) of the Convention, should be accurately recorded, and this information should be 
freely accessible to the domestic worker.  
(2) Members should consider developing practical guidance in this respect, in 
consultation with the most representative organizations of employers and workers and, 
where they exist, with organizations representative of domestic workers and those 
representative of employers of domestic workers.  
9. (1) With respect to periods during which domestic workers are not free to dispose of 
their time as they please and remain at the disposal of the household in order to 
respond to possible calls (standby or on-call periods), Members, to the extent 
determined by national laws, regulations or collective agreements, should regulate:  
(a) the maximum number of hours per week, month or year that a domestic worker 
may be required to be on standby, and the ways they might be measured;  
(b) the compensatory rest period to which a domestic worker is entitled if the normal 
period of rest is interrupted by standby; and  
(c) the rate at which standby hours should be remunerated.  
(2) With regard to domestic workers whose normal duties are performed at night, and 
taking into account the constraints of night work, Members should consider measures 
comparable to those specified in subparagraph 9(1).  
10. Members should take measures to ensure that domestic workers are entitled to 
suitable periods of rest during the working day, which allow for meals and breaks to be 
taken.  
11. (1) Weekly rest should be at least 24 consecutive hours.  
(2) The fixed day of weekly rest should be determined by agreement of the parties, in 
accordance with national laws, regulations or collective agreements, taking into 
account work exigencies and the cultural, religious and social requirements of the 
domestic worker.  
(3) Where national laws, regulations or collective agreements provide for weekly rest to 
be accumulated over a period longer than seven days for workers generally, such a 
period should not exceed 14 days for domestic workers.  
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12. National laws, regulations or collective agreements should define the grounds on 
which domestic workers may be required to work during the period of daily or weekly 
rest and provide for adequate compensatory rest, irrespective of any financial 
compensation.  
13. Time spent by domestic workers accompanying the household members on holiday 
should not be counted as part of their paid annual leave.  
14. When provision is made for the payment in kind of a limited proportion of 
remuneration, Members should consider:  
(a) establishing an overall limit on the proportion of the remuneration that may be 
paid in kind so as not to diminish unduly the remuneration necessary for the 
maintenance of domestic workers and their families;  
(b) calculating the monetary value of payments in kind by reference to objective 
criteria such as market value, cost price or prices fixed by public authorities, as 
appropriate;  
(c) limiting payments in kind to those clearly appropriate for the personal use and 
benefit of the domestic worker, such as food and accommodation;  
(d) ensuring that, when a domestic worker is required to live in accommodation 
provided by the household, no deduction may be made from the remuneration with 
respect to that accommodation, unless otherwise agreed to by the worker; and  
(e) ensuring that items directly related to the performance of domestic work, such as 
uniforms, tools or protective equipment, and their cleaning and maintenance, are not 
considered as payment in kind and their cost is not deducted from the remuneration of 
the domestic worker.  
15. (1) Domestic workers should be given at the time of each payment an easily 
understandable written account of the total remuneration due to them and the specific 
amount and purpose of any deductions which may have been made.  
(2) Upon termination of employment, any outstanding payments should be made 
promptly.  
16. Members should take measures to ensure that domestic workers enjoy conditions 
not less favourable than those of workers generally in respect of the protection of 
workers claims in the event of the employer s insolvency or death.  
17. When provided, accommodation and food should include, taking into account 
national conditions, the following:  
295 
(a) a separate, private room that is suitably furnished, adequately ventilated and 
equipped with a lock, the key to which should be provided to the domestic worker;  
(b) access to suitable sanitary facilities, shared or private;  
(c) adequate lighting and, as appropriate, heating and air conditioning in keeping with 
prevailing conditions within the household; and  
(d) meals of good quality and sufficient quantity, adapted to the extent reasonable to 
the cultural and religious requirements, if any, of the domestic worker concerned.  
18. In the event of termination of employment at the initiative of the employer, for 
reasons other than serious misconduct, live-in domestic workers should be given a 
reasonable period of notice and time off during that period to enable them to seek new 
employment and accommodation.  
19. Members, in consultation with the most representative organizations of employers 
and workers and, where they exist, with organizations representative of domestic 
workers and those representative of employers of domestic workers, should take 
measures, such as to:  
(a) protect domestic workers by eliminating or minimizing, so far as is reasonably 
practicable, work-related hazards and risks, in order to prevent injuries, diseases and 
deaths and promote occupational safety and health in the household workplace;  
(b) provide an adequate and appropriate system of inspection, consistent with Article 
17 of the Convention, and adequate penalties for violation of occupational safety and 
health laws and regulations;  
(c) establish procedures for collecting and publishing statistics on accidents and 
diseases related to domestic work, and other statistics considered to contribute to the 
prevention of occupational safety and health related risks and injuries;  
(d) advise on occupational safety and health, including on ergonomic aspects and 
protective equipment; and  
(e) develop training programmes and disseminate guidelines on occupational safety 
and health requirements specific to domestic work.  
20. (1) Members should consider, in accordance with national laws and regulations, 
means to facilitate the payment of social security contributions, including in respect of 
domestic workers working for multiple employers, for instance through a system of 
simplified payment.  
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(2) Members should consider concluding bilateral, regional or multilateral agreements 
to provide, for migrant domestic workers covered by such agreements, equality of 
treatment in respect of social security, as well as access to and preservation or 
portability of social security entitlements.  
(3) The monetary value of payments in kind should be duly considered for social 
security purposes, including in respect of the contribution by the employers and the 
entitlements of the domestic workers.  
21. (1) Members should consider additional measures to ensure the effective protection 
of domestic workers and, in particular, migrant domestic workers, such as:  
(a) establishing a national hotline with interpretation services for domestic workers 
who need assistance;  
(b) consistent with Article 17 of the Convention, providing for a system of 
pre-placement visits to households in which migrant domestic workers are to be 
employed;  
(c) developing a network of emergency housing;  
(d) raising employers awareness of their obligations by providing information on good 
practices in the employment of domestic workers, employment and immigration law 
obligations regarding migrant domestic workers, enforcement arrangements and 
sanctions in cases of violation, and assistance services available to domestic workers 
and their employers;  
(e) securing access of domestic workers to complaint mechanisms and their ability to 
pursue legal civil and criminal remedies, both during and after employment, 
irrespective of departure from the country concerned; and  
(f) providing for a public outreach service to inform domestic workers, in languages 
understood by them, of their rights, relevant laws and regulations, available complaint 
mechanisms and legal remedies,concerning both employment and immigration law, 
and legal protection against crimes such as violence, trafficking in persons and 
deprivation of liberty, and to provide any other pertinent information they may 
require.  
(2) Members that are countries of origin of migrant domestic workers should assist in 
the effective protection of the rights of these workers, by informing them of their rights 
before departure, establishing legal assistance funds, social services and specialized 
consular services and through any other appropriate measures.  
22. Members should, after consulting with the most representative organizations of 
employers and workers and, where they exist, with organizations representative of 
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domestic workers and those representative of employers of domestic workers, consider 
specifying by means of laws, regulations or other measures, the conditions under 
which migrant domestic workers are entitled to repatriation at no cost to themselves 
on the expiry or termination of the employment contract for which they were recruited.  
23. Members should promote good practices by private employment agencies in 
relation to domestic workers, including migrant domestic workers, taking into account 
the principles and approaches in the Private Employment Agencies Convention, 1997 
(No. 181), and the Private Employment Agencies Recommendation, 1997 (No. 188).  
24. In so far as compatible with national law and practice concerning respect for 
privacy, Members may consider conditions under which labour inspectors or other 
officials entrusted with enforcing provisions applicable to domestic work should be 
allowed to enter the premises in which the work is carried out.  
25. (1) Members should, in consultation with the most representative organizations of 
employers and workers and, where they exist, with organizations representative of 
domestic workers and those representative of employers of domestic workers, establish 
policies and programmes, so as to:  
(a) encourage the continuing development of the competencies and qualifications of 
domestic workers, including literacy training as appropriate, in order to enhance their 
professional development and employment opportunities;  
(b) address the work life balance needs of domestic workers; and  
(c) ensure that the concerns and rights of domestic workers are taken into account in 
the context of more general efforts to reconcile work and family responsibilities.  
(2) Members should, after consulting with the most representative organizations of 
employers and workers and, where they exist, with organizations representative of 
domestic workers and those representative of employers of domestic workers, develop 
appropriate indicators and measurement systems in order to strengthen the capacity 
of national statistical offices to effectively collect data necessary to support effective 
policy-making regarding domestic work.  
26. (1) Members should consider cooperating with each other to ensure the effective 
application of the Domestic Workers Convention, 2011, and this Recommendation, to 
migrant domestic workers.  
(2) Members should cooperate at bilateral, regional and global levels for the purpose of 
enhancing the protection of domestic workers, especially in matters concerning the 
prevention of forced labour and trafficking in persons, the access to social security, the 
monitoring of the activities of private employment agencies recruiting persons to work 
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as domestic workers in another country, the dissemination of good practices and the 
collection of statistics on domestic work.  
(3) Members should take appropriate steps to assist one another in giving effect to the 
provisions of the Convention through enhanced international cooperation or assistance, 
or both, including support for social and economic development, poverty eradication 
programmes and universal education.  
(4) In the context of diplomatic immunity, Members should consider:  
(a) adopting policies and codes of conduct for diplomatic personnel aimed at preventing 
violations of domestic workers rights; and  
(b) cooperating with each other at bilateral, regional and multilateral levels to address 
and prevent abusive practices towards domestic workers. 
（出所）ILO, ILOLEX.  http://www.ilo.org/ilolex/cgi-lex/convde.pl?R201 (2012 年 1
























































附録 B－１： スリランカの国際労働移動、1984－2010 年（人） 
年 出稼ぎ合計 男性出稼ぎ数 女性出稼ぎ数 海外就労者総数 
1984 15782 
   
1985 
    
1986 16456 
   
1987 16127 
   
1988 18428 8309 10119 
 
1989 24724 8680 16044 
 
1990 42625 15377 27248 
 
1991 65007 21395 43612 
 
1992 124494 95335 29159 425000 
1993 129076 97476 31600 460000 
1994 131863 88067 43796 500000 
1995 172489 46021 126468 550000 
1996 162576 42112 120464 600000 
1997 150283 37552 112731 710000 
1998 159816 53867 105949 740000 
1999 179735 63720 116015 785000 
2000 182188 59793 122395 853000 
2001 184007 59807 124200 932500 
2002 203773 70522 133251 970000 
2003 209846 74508 135338 1003600 
2004 214709 80699 134010 1068776 
2005 231290 93896 137394 1221763 
2006 201948 90170 111778 1447707 
2007 218459 103476 114983 1642455 
2008 252021 129754 122267 1792368 
2009 247126 119381 127745 1831358 
2010 266445 135499 130946 1932245 












附録 B－２： スリランカの輸出入額、海外労働者送金額、GDP 額、1977－2010 年 
（百万 US＄） 








1977 1388  1238  150  14  4017  4.2 16.0 
1978 950  1081  -130  22  2606  8.2 15.5 
1979 1134  1539  -405  48  3180  6.3 13.0 
1980 1297  2205  -909  137  3560  5.8 12.4 
1981 1345  2055  -710  204  4416  5.8 16.8 
1982 1305  2206  -901  264  4769  5.1 18.6 
1983 1361  2141  -780  274  5168  5.0 21.6 
1984 1741  2100  -359  276  6043  5.1 17.5 
1985 1555  2270  -715  266  5978  5.0 21.0 
1986 1520  2263  -743  317  6406  4.3 26.2 
1987 1683  2384  -702  351  6680  1.5 27.5 
1988 1820  2571  -751  357  6978  2.7 28.6 
1989 1905  2568  -664  356  6987  2.3 24.2 
1990 2424  3057  -633  401  8033  6.2 17.8 
1991 2587  3497  -910  443  9000  4.6 18.5 
1992 3083  3981  -899  548  9703  4.3 17.1 
1993 3500  4488  -988  634  10354  6.9 13.8 
1994 3962  5345  -1383  708  11718  5.6 13.7 
1995 4638  5999  -1360  790  13030  5.5 16.5 
1996 4861  6101  -1241  832  13898  3.8 15.3 
1997 5514  6580  -1066  923  15092  6.3 13.3 
1998 5712  6659  -947  999  15761  4.7 13.3 
1999 5575  6798  -1223  1056  15712  4.3 15.2 
2000 6475  8235  -1760  1157  16596  6.0 14.7 
2001 5880  6862  -982  1155  15750  -1.5 13.2 
2002 5970  7105  -1135  1288  16546  4.0 13.2 
2003 6557  7684  -1127  1414  18247  5.9 11.6 
2004 7300  9123  -1823  1564  20663  5.4 11.6 
2005 7892  10072  -2179  1943  24406  6.2 7.9 
2006 8517  11627  -3111  2161  28267  7.7 12.7 
2007 7299  12776  -5477  2502  41263  6.8 13.1 
2008 10139  15601  -5462  2918  40714  6.0 15.1 
2009 8972  11704  -2731  3330  42068  3.5 19 
2010 10747  15273  -4527  4116  49552  8.0 15.2 
（出所）CBSL, Annual Report, various issues. 
（注）Period Average Annual Rate. * CBSL, 2010.  2010: Provisional. 
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輸出額 紅茶 衣類縫製 輸入額 貿易依存度 経常収支 対外債務 農業 工業 サービス業 
1985 4.4  26.0  7.4  4.9  38.0  64.0  -7 57.6 27.7 26.2 46.1 
1986 4.9  23.7  5.2  5.4  35.3  59.1  -6.7 63.7 27.1 26.6 46.3 
1987 5.2  25.2  5.4  6.6  35.7  60.9  -5.1 71.4 27 27.4 45.6 
1988 5.1  26.1  5.5  6.4  36.8  62.9  -5.6 70.3 26.3 26.7 47 
1989 5.1  27.3  5.4  7.0  36.8  64.0  -4.6 73.6 25.6 26.8 47.6 
1990 5.0  30.2  6.2  7.8  38.1  68.2  -4.7 72 26.3 26 47.7 
1991 4.9  28.7  4.8  8.9  38.9  67.6  -6.9 72.1 26.8 25.6 47.7 
1992 5.7  31.8  3.5  12.5  41.0  72.8  -5.7 70.4 25.9 25.6 48.5 
1993 6.1  33.8  4.0  13.6  43.3  77.1  -4.8 73.4 24.6 25.6 49.8 
1994 6.0  33.8  3.6  13.2  45.6  79.4  -7.3 70.8 23.8 26.2 50.1 
1995 6.1  35.6  3.7  14.2  46.0  81.6  -6 66.7 23 26.5 50.5 
1996 6.0  35.0  4.4  13.7  43.9  78.9  -4.9 61.1 22.4 26.4 51.1 
1997 6.1  36.5  4.8  15.1  43.6  80.1  -2.6 54.3 21.9 26.9 51.2 
1998 6.3  36.2  4.9  15.6  42.3  78.5  -1.4 55.5 21.1 27.5 51.4 
1999 6.7  35.5  4.0  15.5  43.3  78.8  -3.6 57.8 20.7 27.3 52 
2000 7.0  39.0  4.2  18.0  49.6  88.6  -6.4 54.5 19.9 27.3 52.8 
2001 7.3  37.3  4.4  16.2  43.6  80.9  -1.4 53.2 20.1 26.8 53.1 
2002 7.8  36.1  4.0  14.7  42.9  79.0  -1.4 56.3 20.5 26.3 53.2 
2003 7.7  35.9  3.7  14.1  42.1  78.0  -0.4 56.9 13.2 28.4 58.3 
2004 7.6  35.3  3.6  13.6  44.2  79.5  -3.1 54.9 12.5 28.6 58.8 
2005 8.0  32.3  3.3  11.9  41.3  73.6  -2.7 46.5 11.8 30.2 58 
2006 7.6  30.1  3.1  10.9  41.1  71.3  -5.3 42.4 11.3 30.6 58 
2007 6.1  17.7  2.5  8.1  31.0  48.7  -4.3 43.2 11.7 29.9 58.4 
2008 7.2  24.9  3.1  8.5  38.3  63.2  -9.5 37.1 13.4 29.4 57.2 
2009 7.9  21.3  2.8  7.8  27.8  49.1  -0.5 44.4 12.7 29.7 57.6 
2010 8.3  21.7  2.8  7.1  30.8  52.5  -2.9 43.3 12.8 29.4 57.8 
（出所）CBSL, Annual Report, 2010.  （注）2010: Provisional. 
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附録 B－４： 中東湾岸諸国向け女性家事労働者の出稼ぎ費用の平均額の推移、 
1980－2009 年 
 
米ドル（US＄） スリランカルピ （ーRs） 
1980 417  6893  
1981 341  6555  
1982 237  4928  
1983 247  5822  
1984 207  5255  
1985 243  6598  
1986 320  8972  
1987 369  10865  
1988 332  10549  
1989 328  11811  
1990 204  8164  
1991 264  10937  
1992 284  12426  
1993 277  13385  
1994 232  11479  
1995 242  12381  
1996 206  11366  
1997 152  8989  
1998 168  10868  
1999 157  11049  
2000 193  14635  
2001 143  12752  
2002 92  8762  
2003 143  13831  
2004 153  15453  
2005 108  10819  
2006 140  14591  
2007 76  8394  
2008 0  0  























平均額 最少額 最大額 
一人当たり
GDP 
平均額 最少額 最大額 
1980 20  103  103 103 333 1703  1703  1703  3 
1981 25  105  93 120 477 2028  1790  2310  3 
1982 26  108  101 122 544 2241  2102  2539  12 
1983 28  130  103 300 657 3059  2424  7059  10 
1984 32  109  58 150 821 2765  1476  3816  19 
1985 31  110  50 208 854 2985  1358  5649  21 
1986 33  107  100 136 927 3012  2802  3811  21 
1987 34  106  50 140 1001 3118  1473  4123  28 
1988 35  106  50 173 1114 3373  1591  5503  33 
1989 35  112  30 200 1248 4049  1082  7210  28 
1990 39  117  80 180 1576 4680  3205  7211  29 
1991 43  115  53 163 1797 4739  2193  6743  43 
1992 46  113  58 151 2034 4971  2542  6618  50 
1993 49  118  75 272 2359 5693  3619  13124  49 
1994 55  108  52 150 2697 5327  2570  7413  68 
1995 60  118  50 300 3068 6031  2563  15375  68 
1996 63  117  30 240 3491 6442  1658  13265  66 
1997 68  120  55 250 3995 7056  3244  14748  64 
1998 70  120  56 272 4519 7751  3617  17568  71 
1999 69  127  52 415 4840 8951  3660  29212  45 
2000 72  128  98 408 5486 9682  7426  30918  55 
2001 70  115  56 232 6239 10262  5004  20732  51 
2002 73  132  78 600 6939 12596  7461  57390  54 
2003 79  125  93 200 7623 12028  8976  19304  42 
2004 88  115  83 151 8953 11682  8399  15280  42 
2005 103  121  97 172 10392 12184  9749  17286  43 
2006 118  129  54 208 12315 13440  5614  21624  32 
2007 172  144  104 272 19009 15923  11504  30089  16 
2008 168  162  122 296 18180 17549  13216  32066  7 
2009 171  226  226 226 19704 25976  25976  25976  1 
（出所）聞取り調査の集計 
（注１） 年間平均の為替レートを用いて算出した。 





































A Sample Survey on Female Returned Workers  
From the Middle East Countries in Sri Lanka:  





Name of the District: ........................................... 
 
   Name of Respondent: .................................................... 
  Address: ....................................................................... 
          .......................................................................... 
          ........................................................................... 
Location: .................................................................................. 
{Rural area / Fishing area / Commercial area / other} 
 
Name of Interviewer: ............................................ 
Date of Interview: .................................................. 
Start Time: ......................................................... 
Finish Time: ....................................................... 
 
 
                      Respondent’s migration plan (select the appropriate number):  
- Temporary returned (will work in the same boss) .............................................................................1 
- Temporary returned (will work in the different boss) .......................................................................2 
- Temporary returned (will work with free visa) ..................................................................................3 
- Returned (I want to work abroad again, so I will make a plan) ......................................................4 
- Returned (I want to work abroad again, but husband doesn’t allow) ........................................... 5 
- Returned (I want to work abroad again, but I have to do child or elderly care here) ..................6 
- Permanently returned (I don’t want to work abroad again) ............................................................7 
- Permanently returned (one of my family is working abroad, so I don’t need to go).....................8 
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1. General household information                                                   
1.1. Family Structure 




Sex Age Marital 
status 





 M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
Head: 
2. 
 M/F  Y/N 
 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
3.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
4.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
5.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
6.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
7.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
8.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
9.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
10.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
11.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
@ Among your household members above, who does currently live away from your household?  Put a circle, if the person lives away. 
 
1.4. Do you have a family member, relative or a close friend who have had experience working abroad? 
Relation to RES Sex Age Marital 
status 
Education Religion Ethnicity Migration 
Country Period Job type 
Family member 
1. 
M/F  Y/N  B/H/M/C 
 
 
S/T/M/O    
2. M/F  Y/N  B/H/M/C 
 
S/T/M/O    
Relative 
1. 
M/F  Y/N  B/H/M/C 
 
 
S/T/M/O    
2. M/F  Y/N  B/H/M/C 
 
S/T/M/O    
3. M/F  Y/N  B/H/M/C 
 
S/T/M/O    
Close friends 
1. 
M/F  Y/N  B/H/M/C 
 
 
S/T/M/O    
2. M/F  Y/N  B/H/M/C 
 
S/T/M/O    
______________________________________________________________________________________________________________ 
- Relation to RES: H-husband, F-father, M-mother, FL-father in law, ML-mother in law, S-son, D-daughter, SIS-sister, SISL-sister in law, 
BRO-brother, BROL-brother in law, GF-grandfather, GM-grandmother, etc. 
- Sex: M-male, F-female 
- Education: G1-grade 1, G2-grade 2...., PO/L-passed O/L, PG12- passed grade 12,  PA/L-passed A/L, N-never schooling, etc. 
- Religion: B-Buddhist, H-Hindu, M-Islam, C-Christian, CC-Catholic, Others (specify) 





2. The woman’s life history and migration 
2.1. What number are you from the eldest among brothers and sisters? ........................................................... 
 
2.2. Life history 
Year, 
Month 













events of the 
household 
Woman’s working 
















Husband: lost job 
Mother: Saudi as a maid 
 

























         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
Present: 
 
        
- Relation to RES: H-husband, F-father, M-mother, FL-father in law, ML-mother in law, S-son, D-daughter, SIS-sister, SISL-sister in law, 
BRO-brother, BROL-brother in law, GF-grandfather, GM-grandmother, etc. 
 
 
3. Migrant Worker 
3.1. Number of countries 
worked. ......... ................................................................................................................................................. 
Name of the country 
 
3.2. How many bosses /employers did you work 
for? .................................................................................................................................... 
 
3.3. Working environment and condition in abroad 
Job type 1. housemaid 2. 3. 4. 
The Boss (country) 
 
    
Working period 
 
    
How many families in the 
household? 
    
How many family members 
live together? 
    
The nationality of the 
family? 
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The religion of the family?     
What did you tell them 
your religious affiliation? 
    
Did you convert to Muslim? Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
Did you face any problems 
with the family? 
 








Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
Did you like the boss and 
madam?  Are they good 
and kind to you? 
 






Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
Did you like the children?  
Are they nice and kind to 
you? 
 




Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
Did you have enough meals 
every time? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 




    
What time did you wake 
up? 
    
What time did you go to 
bed? 
    
Did you get a holiday? Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
Did you have a time to take 
a nap or sitting on a chair 
every day? 
 
If yes, how many hours per 
day? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
Were there any other 
housemaids and drivers, 
etc? 
 






Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
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What language did you use 
when you communicate 
with the family? 




























4. Migration and job searching process 
 1 2 3 4 
The country 
 
    
Working period 
 
    
Did you attend a training course for 
housemaids before departure? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
- If yes, where and how many 
days did you take? 
    






   
- Was it useful? Yes / So so / No Yes / So so / No Yes / So so / No Yes / So so / No 
Did you visit Sri Lankan Foreign 
Employment Buearu? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 




    
Who did introduce you the job of 
housemaid in the country? 
 
- What did he/she explain about 
working abroad as a 
housemaid? 
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Did you deal with a sub-agent (his / 
her sex and religion)? 
- How often did you contact with 
him/her? 
 
- What did he/she explain about 





Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
Did you visit a recruitment agency 
office (his / her religion)? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
- If yes, how often did you visit or 
contact with the agency? 
    





   
- If yes, with whom did you visit 
the agency at the first time 
(his/her sex & religion)? 
    
Did you have anyone accompany with 
when you take the contract? 
 
- If yes, who he/she is (sex & 
religion)? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
Did you get a copy of contract 
document? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
If yes, could you read and 
understand? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
Did you get an explanation of the 
contents of the contract in Sinhala or 
Tamil? 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
Did you get a health check? Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
Did the agency or the sub-agent give 
you any money? 
 
- If yes, how much? 




Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
Did you pay the migration costs or job 
coordinator costs? 
- If yes, to whom did you give that 
costs?  
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
How much did you pay for the costs? 
 
    
Did you have anyone accompany with 
when you paid the costs? 
 
- If yes, with whom did you go 
there and pay? 
-  
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
When did you finish the payments? 
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What was the source of the 
payments?  How did you manage to 
pay?  (S-saving, P-pawning, 
B-borrowing, M-mortgaging, 
D-donated, Other (specify)) 
    
If borrowed, from whom and what 
was the rate of interest per year? 
 
    




    
If borrowed, pawned or mortgaged, 
did you return all? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
How many days did you spend from 
your decision to departure? 
 
    
Who did agree your migration? 
(family & relations) 
 
 
    
Who did disagree your migration? 






   
Except training centre, agency and 
sub-agent, from whom did you get the 
information? 
 
    
What type of visa did you have? 
 
    







    
How much did you pay for the visa? 
 




5. Salary and Remittances 
5.1. Salary 
 1. 2. 3. 4 
Country     
Monthly salary 





Foreign Currency Foreign Currency Foreign Currency Foreign Currency 
Rs. Rs. Rs. Rs. 
Method of payments: 
C-cash, B-Banking, O-other 
(specify) 
 
    
Did you have any problems in 
terms of the salary payment? 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
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(regularly and fully payed? 
Salary increased? etc.) 






Total amount of salary 




    
Did the family and boss give you 
extra money/wage/TIP, etc? 
 
If yes, how much in total? 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
Did the family and boss give you 
gifts? 
 




Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 




5.2. Method of Remit (sending money from the destination to Sri Lanka) 
Country 1 2 3 4 
Before your migration, how 
was your household monthly 
income? 
    
Banking Account: 
Did you use NRFC account? 




Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
Did you use other account to 
save your remittance money? 
 
 
- If yes, whose account 
was it? 
- Was it saving account or 
fix / time deposit? 
 
 





   















How did you remit / send the money to your household? 
e.
g. 
Salary (cash)  go to bank with the boss  cheque            send it by post  husband received  made cash and used 
(boss)          (every 3 months)          (commission 20$)   (about 20,000 Rs.)                    (saving 200,000) 
                                         (paid by the boss)                                        (used 100,000) 
                                      direct send to NRFC  






























 1. 2. 3. 4. 
Cheque / Draft and Post 
Why did you ask the person to 







    
Did you discuss how we 
should use the money with 






Yes / No 
 
 
Yes / No 
 
 
Yes / No 
 
 
Yes / No 
If yes, did the person use the 









Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
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6. Reasons of Migration 






























7. Value System: Working in Sri Lanka VS. Working in the Middle East as a Housemaid, and Others 
7.1. What jobs are available / obtainable for you without living away from your family?  (check all if they are available) 
 
Agricultural wage labour (Rice)................................... 
  
Agricultural wage labour (Vegetable)...................... 
 
 










Garment factory (FTZ).................................................. 
  
Other manufacturing factory (FTZ)......................... 
 
 
















7.2. What were / are the reasons / benefits that you encourage to work abroad? 
 
1. Wage rate is higher. 
 
5.   Work environment is better. 9.   More freedom. 
2. Save more money. 
 
6.   Work load is less. 10.  More interesting. 
3. Living condition is better. 7.   Less stress. 11.  Other (specify) 
 
4. More job opportunity. 
 






7.3. Can you work as a housemaid for a Sri Lankan family here?  (Multiple choice are OK) 
 





4.  Yes, if my friends and villagers don’t know. 
 
2. Yes, if the family is kind and good. 
 
 5. Yes, if the family lives in Colombo, or other big cities.  
3. Yes, if the family has a higher status.  6.  No, I can’t.  I don’t want to do at all.  
 
 








7.5. Do you consider the Sri Lankan family’s caste? 
 
Yes, I do............    No, I don’t............ 
 
 
8. Value Changes: Results of Migration 
Values Strongly Agree            Middle         Strongly Disagree 
 
1. After you returned, do you feel the living condition is better off? 
 
       1           2           3           4           5 
 
2. After you returned, do you feel an economic class of your household 
in your village is better off? 
 
       1           2           3           4           5 
 
3. After you returned, do you feel that you and your family members 
improved economic management skills? 
 
       1           2           3           4           5 
 
4. After you returned, do you feel that you and your household 
members can access stable income source? 
 
       1           2           3           4           5 
 
5. After you returned, do you feel a social status of your household in 
your village is better off? 
 
       1           2           3           4           5 
6.  
(if she has children) 
After you returned, do you feel your children’s academic / school 
performance become well off? 
 
       1           2           3           4           5 
 
7. After you returned, did you become keener on your children’s 
education? 
 
1           2           3           4           5 
8. (if she has a husband) 
After you returned, do you feel the relationship with husband 
becomes closer? 
 
1           2           3           4           5 
 
9. After you returned, do you feel your health condition gets worse? 
 
1           2           3           4           5 
 
10. After you returned, do you feel that you are more confident? 
 
1          2           3           4           5 
 
11. After you returned, do you feel that you become mentally stronger? 
 
1           2           3           4           5 
 
12. After you returned, do you feel that the number and variety of places 
you can go by yourself / alone increased? 
 
1           2           3           4           5 
 
13. After you returned, did you become more interested in economic 
issues, management or policies of Sri Lanka? 
 
1           2           3           4           5 
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14. After you returned, do you become more conscious about; decoration 
rooms, cleaning your house, gardening etc.? 
 
1           2           3           4           5 
 
15. After you returned, do you become more conscious about public 
health, such as source of drinking water, flies and mosquitoes related 
diseases, children’s health and nutrition? 
 
1           2           3           4           5 
 
 
9. Improvement of Living Condition: Results of Migration 
9.1. Consumption pattern 
How much do you expend for.......... in 
your household? 
At present (Rs.) After returned from the Middle East, the expenditure 
is............ 
Declined Same Increased 
1. Food items (a week)     
2. Water bill (a month)     
3. Electrical bill (a month)     
4. Clothing for whole member (a year)     
5. Clothing for your own (a year)     
6. Religious activities (a year)     
7. Donation (e.g. Zakat) (a year)     
8. Functions (e.g. party, festival) (a 
year) 
    
9. Entertainment (film, music, etc.)  
(a year) 
    




9.2. Did you build a house?      Yes / No   If yes, when did you start to build? ...................................... 
If yes, was it completed?     Yes / No 
How much have/had you expend for the building the house? 




9.3. Housing condition 
Before Migration: 
Ownership Brick house with 
permanent roof 
Wattle & daub 
with temporary 
roof 
Floor Number of rooms Electrified 





Yes / No 
 







Yes / No 
 
 









Tank Canal River 
Was it in the 
house? 
Type of toilet 
       
 
Yes / No 
1. Wala Wesikili 
2. Sodana 
Wesikili 






After Migration (present): 
Ownership Brick house with 
permanent roof 
Wattle & daub 
with temporary 
roof 
Floor Number of rooms Electrified 





Yes / No 
 







Yes / No 
 









Tank Canal River 
Is it in the 
house? 
Type of toilet 
       
 
Yes / No 
4. Wala Wesikili 
5. Sodana 
Wesikili 
6. Common Toilet 
 
 
10. Economic Condition: Results of Migration 
10.1. Land ownership pattern (A: Acre): Present 
Type of land Own Extent taken on rent Extent given on rent other 
Paddy field     
Homestead     
Estate     
Other      
 
If the area of land were changed, please answer the following. 
Type of land After returned, the area of land is........ The reason of declining or increasing of the area 
of land. Declined Same Increased  
Own     
Extent taken on rent     
Extent given on rent     
Other     
Did you buy a land from your remittance?   Yes / No    If yes, how much was it?  ...........................................Rs. 
                                                             What’s purpose?   ............................................... 
 
10.2 . Income level of the household per year 
Source of Income (per year) At present (Rs.) After returned from abroad, the income level 
is....................... 
Declined Same Increased 
1. Agricultural / Fishing income     
2. Non-Agricultural / Non-Fishing 
income 
    
3. Pension     
4. Remittance (in Sri Lanka)     
5. Remittance (from abroad)     
6. Welfare scheme, Samuradhi, etc.     
7. Savings     











10.3. Burden of loans  
Reasons Total loan (at 
present) Rs. 
Interest rates per 
year 
Source of the loan After returned, the burden of loan 
is........... 
Declined Same Increased 
Cultivation       
Sickness       
Funeral       
Marriage       
Consumption       
Education       
Property, etc.       
House 
construction 
      
Business       
Other       
Total       
 
10.4. Ownership of Durable Consumer Goods (present) 
 Van Car Motor bike Tractor Two-wheel 
tractor 
Lorry Ship / Boat 
No. of items  
 








Bicycle TV Radio Stereo set Telephone Mobile 
phone 
No. of items  
 








Refrigerator Fan Sewing 
machine 
Wall-clock Bed Chair 
No. of items  
 




Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
 
 Table Other  
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